
 

 

 

 

 

 

 

平成２２年度 
 

 

 

事 業 報 告 書 

 
 

 

 

自 平成２２年４月 １日 

至 平成２３年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノーステック財団 
 

公益財団法人北海道科学技術総合振興センター 



 

 



 

は じ め に 

 

当財団は、「研究開発から実用化・事業化までの一貫した支援」を活動の基本理念に掲げ、

活力ある北海道経済の実現と道民生活の向上に貢献することを目的に平成 13 年 7 月の設立

以降、これまで様々な活動を行ってまいりました。 

 

平成 22 年度は、北海道経済連合会が提言した「食クラスター形成」の実践部隊として、

当財団が先導的役割を発揮することに総力を挙げ取り組むことをスローガンとして掲げ、

以下の重点方針に取り組んでまいりました。 
 

重点方針 

1.食関連事業化プロジェクトの推進 

2.Bio-S 事業による食の高付加価値化の実現 

3.食関連製品の販売促進支援活動の強力な展開 

4.食クラスター形成に向けたコーディネート機能の強化 

5.食クラスターに向けて他機関との連携・協働の強化 

6.食クラスター活動の普及啓蒙 

 

「食クラスター形成」につきましては、当財団が持っているノウハウやネットワークを

活用し、以下のような事業に積極的に取り組みました。 

①「北方系高機能作物を活用した新規健康食品の開発」など新規の大型産学官共同 

研究プロジェクト 3 件を実施 

②農作物等の高付加価値化･ブランド事業として各種食関連事業を実施 

③食クラスター関連のイノベーション創出研究支援事業 9 件を実施 

④地域新ビジネス創出モデル事業では「小型ジャガイモ自動皮むき機の開発」プロ 

ジェクトを実施 

⑤産業クラスター形成促進事業で食関連プロジェクト 13 件を実施 

⑥地域新成長産業創出促進事業として「食関連産業強化事業」を実施    など 

  

 また、平成 23 年度に向けた取り組みとして、①公益財団法人への移行申請作業、②グリ

ーンケミカル生産技術を利用した「密閉型実証研究植物工場」の建設に向けた申請や資金

調達作業、③グローバル産学官連携事業の後継として「地域イノベーション戦略推進地域」

指定への申請作業など、将来に向けた諸準備も精力的に進めてまいりました。 

 

加えて、「中期アクションプラン」（平成 18～22 年度）の最終年度として目標の確実な達

成に取り組んだ結果、５年間で５件の大型研究開発プロジェクトを推進するとともに、産

業クラスター活動では事業化プロジェクトの累計売上額(H11～22 年度)が３０６億円に達

するなど大きな成果を収めることができました。 

さらに、これに続く新アクションプランとして 10 年先の 2020 年を展望した「２０２０

（にいまるにいまる）プラン」を企画立案し、計画の策定作業をおこないました。 

 

以下に、平成 22 年度事業の具体的内容を報告します。



 

【 目   次 】 

 

Ⅰ．研究開発支援事業 

 

１．産学官共同研究プロジェクトの推進 

(1)地域イノベーション創出研究開発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

(2)次世代型技術研究開発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

２．ネットワーク促進事業 

(1)北海道バイオ産業クラスター･フォーラム事業・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

(2)研究開発支援型雇用推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １４ 

(3)地方独立行政法人北海道立総合研究機構との業務・協力協定締結・・・・・・ 〃 

３．研究開発助成事業 

(1)イノベーション創出研究支援事業・食関連クラスター支援事業・・・・・・・１５ 

(2)若手人材育成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

(3)札幌市新産業育成推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(4)その他の事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

４．知的クラスター創成事業／さっぽろバイオクラスター“Bio-S” 

(1)実施体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

(2)実施期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(3)研究領域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(4)事業実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

(5)その他の事業活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

５．幌延地圏環境研究事業 

(1)基盤研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

(2)委員会等の開催・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

 

Ⅱ．産業クラスター形成事業 

 

１．ビジネス開発について 

(1)一次対応・ビジネスプラン検討段階－地域新プロジェクト創出システム推進事業・・・・３２ 

(2)開発段階・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(3)事業化段階・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４ 

２．地域の仕組みづくりについて 

(1)６圏域の産業支援機関との連携事業／地域新ビジネス創出システム推進事業・３７ 

(2)町村圏の仕組みづくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３８ 

３．食クラスター形成を目指した戦略事業 

(1)地域新成長産業創出促進事業／食関連産業強化事業・・・・・・・・・・・・４０ 

(2)コーディネーターの配置／北海道食産業集積活性化活動事業・・・・・・・・４２ 

 

 



 

Ⅲ．産学官連携事業 

 

１．リサーチ＆ビジネスパーク推進事業 

(1)大型プロジェクトの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３ 

(2)北大北キャンパスにおける起業促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 

(3)企業・研究者・コーディネーターに係わるネットワーク形成・・・・・・・・４５ 

(4)企業研究施設等誘致の情報収集・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

(5)広報・ＰＲ活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

２．地域新成長産業創出促進事業／技術連携ネットワーク活用による地域産業強化事業 

(1)総合相談窓口設置・技術者等派遣事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０ 

(2)産学官連携促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

３．北大北キャンパスの交流促進 

(1)産学官連携・交流に係る事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１ 

(2)「コラボほっかいどう」の運営状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５２ 

 

Ⅳ．サポート事業 

 

１．技術交流事業 

(1)「北海道技術振興連絡協議会」への支援・・・・・・・・・・・・・・・・・５３ 

(2)先端技術先進企業等との研究交流支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(3)ビジネスＥＸＰＯ「第 24 回 北海道 技術・ビジネス交流会」への支援・・・ 〃 

２．広報活動 

(1)Ｗｅｂサイトによる情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４ 

(2)メールマガジンによる情報提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(3)パンフレットによる事業紹介・活動ＰＲ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃 

(4)展示会における事業紹介・活動ＰＲ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〃  

３．その他関連事業 

(1)(独)国際協力機構（JICA）研修事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５５ 

 

Ⅴ．庶務事項 

 

１．理事会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５６ 

２．評議員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 

３．企画委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５８ 

４．公益財団法人への移行に向けた申請・準備について・・・・・・・・・・・・  〃  

５．「10 周年記念誌」作成作業の開始 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５９ 



 

 

－ 1 － 

Ⅰ．研究開発支援事業 

 

１．産学官共同研究プロジェクトの推進 

 

（１）地域イノベーション創出研究開発事業（北海道経済産業局委託事業） 

 

本事業は、地域経済の活性化を図るため、地域における産学官の強固な共同研究体制を

組むことで実用化に向けた高度な研究開発を行うことを目的とした経済産業省の事業であ

る。 

当財団は、研究開発を管理・推進する管理法人として事業を担っており、平成 22 年度は

平成 21 年度継続プロジェクト 2 件、平成 22 年度新規採択プロジェクト 3 件の管理・運営

を実施した。 

 

①画期的低コスト高品質道産米粉を用いた新規高付加価値食品の開発（継続） 

従来にない低コストで高品質な米粉を開発し、輸入グルテン無添加で十分に製品化可

能な、「北海道産 100％の米粉と小麦粉」との新規ブレンド粉、及び新規高付加価値米粉

食品（パン・麺・洋菓子）の開発を行うことを目的として研究開発を実施した。 

100％道産米を原料にタンパク除去の前処理、加工を行い、「道産 100％米粉」の製造条

件等を検討したところ、比較的低コストで非常に高品質な米粉が得られることが分かっ

た。また、本米粉と北海道産の小麦粉の配合比率を最適化した各種用途別のブレンド粉

「ばくべぇ」（一号）を用いてパン・中華麺・洋菓子の試作を行い、高品質な加工品の製

造条件を確立した。それぞれの試作品は、いずれもグルテンなどの輸入の副原料を使用

せずとも作業性、外観、食味に問題がなかった。更に、米粉を加える事による新たな食

感の獲得が期待できる事なども分かった。 

 

②白樺外樹皮から新規高機能性物質「ベチュリン」の製造開発（継続） 

高価で抽出の困難な白樺の外樹皮に含まれる高機能性物質「ベチュリン」を高速・高

効率で大量抽出する技術を開発し、化粧品やポリマー原料を供給することを目的として

研究項目 研究機関 

① 工場における超低コスト・高品質米粉製造技

術の確立と本米粉を用いた各種用途別ブレンド

粉の製品化 

江別製粉株式会社 

株式会社山本忠信商店 

独立行政法人農研機構 北海道農業研究センター 

② ラボにおける高品質米粉製造技術の確立と工

場で生産された各種用途別米粉ブレンド粉の基

本特性と各種食品製造適性評価、解析 

独立行政法人農研機構 北海道農業研究センター 

③ 工場レベルでの各種用途別米粉ブレンド粉を

用いた各種パン、麺、洋菓子製造技術の確立 

シロクマ・北海食品株式会社 

西山製麺株式会社 
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研究開発を実施した。 

その結果、ラボベースと同等の生産能力を有するベチュリン大量生産技術を確立した

他、原材料となる白樺外樹皮の収集経路や効率的な皮剥方法を確認した。また、化粧品

用途としてメラニン抑制効果を確認、紫外線吸収能を付与した他、高分子量ポリマーの

合成に成功しバイオポリマーへの活路を見出した。 

 

 

③植物免疫を増強する環境負荷低減型の農業用微生物資材の開発（新規） 

環境負荷を低減する農業資材の開発を目的として、植物免疫増強能力を有する天然の

植物共生細菌(エンドファイト)の大量生産装置の開発、製剤・保存の技術開発および活

性・環境評価を実施した。 

その結果、200 リットルの大量培養装置を試作し、ラボベースと同等の機能を有するエ

ンドファイトを生産することが可能になった。また、遺伝子解析や圃場においてエンド

ファイトによる病害虫の抑制やイネの体内活性を確認した。 

 

 

研究項目 研究機関 

①白樺収集運搬システムの開発 

三晃化学株式会社 

国立大学法人室蘭工業大学 

(地独)北海道立総合研究機構 森林研究本部 林産試験場 

②ベチュリン製造技術の開発 
三晃化学株式会社 

国立大学法人室蘭工業大学 

③ベチュリン利用技術の開発 

国立大学法人室蘭工業大学 

(地独)北海道立総合研究機構 産業技術研究本部工業試験

場 

④ベチュリンビジネスプランの構

築 

三晃化学株式会社 

国立大学法人室蘭工業大学 

研究項目 研究機関 

①イネプロバイオティクス製剤技術および保存技術の

開発 

（株）前川製作所 

②科学分析によるイネプロバイオティクスの活性評価 （独）理化学研究所 

③栽培におけるイネプロバイオティクスの活性評価 （株）前川製作所 

美唄市農業協同組合 

（独）理化学研究所 

④プロバイオティクス施用イネの栽培環境評価 （株）エコニクス 

⑤イネプロバイオティクスの流通安定性評価 （有）日本医薬品開発研究所 
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④北方系高機能作物を活用した新規健康食品の開発（新規） 

北海道特有の高機能作物をターゲットに、北海道に集積しつつある最新の機能性評価

技術で新たな付加価値をつけた新規機能性素材を創出することを目的に研究開発を実施

した。対象とする素材は食経験もあり、有効成分や機能性の観点から育種、品種改良さ

れるなど既に差別化されている高機能作物や、北方系の薬用植物等を活用した。これら

新規機能性素材は、作物自体を高付加価値化するとともに、サプリメントなどに加工す

るための新産業創出効果を期待して開発を実施した。 

北海道で開発された高機能性タマネギ及び、北海道の気候条件を活用して栽培できる

カンゾウ等の薬用植物について、栽培手法や有効成分の抽出法の最適化を検討した。ま

た、北海道に集積しつつある食品評価系研究を活用し、これら高機能作物の核内受容体

活性評価を実施して科学的エビデンスの付与を行なった。 

 

⑤高機能ジェルを活用したコンブ目藻類の藻場育成システムの開発（新規） 

年々深刻化する北海道沿岸域の磯焼けに対する有効策として、高機能ジェルを活用し

たコンブ目藻類の種苗育成システムの開発および藻場育成技術の実用化を目的に研究開

発を実施した。 

北海道大学では、北海道の主要な大型藻類であり、かつ産業的価値も高い「コンブ」

の幼体を保存・増殖させ接着性・生物適合性に優れたジェル（高分子膨潤体）を適用す

ることで効果的なコンブ育成が可能となることを発見した。その研究成果（特許出願）

に基づき、コンブ幼体を天然石等の基質に接着し、胞子体の仮根が基質表面に定着する

までの期間水流のある実海域での耐久性を示す高機能ジェル基材の開発を行なった。ま

た、実海域に近い室内環境におけるコンブ胞子体の生育試験、モデル海域（小樽市忍路）

でのフィールド試験を実施し、漁業者等やダイバーなどによって簡便に設置できる小型

で効果的な藻場育成用製品の開発を進めた。 

 

 

研究項目 研究機関 

①北方系高機能作物の栽培方法及び有効成分の

抽出・分析方法の確立 (有)植物育種研究所、北海道医療大学 

②核内受容体活性を用いた評価系による高機能

作物の評価 
(株)セラバリューズ札幌研究所（外注） 

③コレクチン発現誘導評価系による高機能作物

の評価 
旭川医科大学 

④高機能作物に新規機能を付与した機能性素

材・健康食品の開発 (有)植物育種研究所 
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（２）次世代型技術研究開発事業（自主事業） 

 

包括支援契約を締結した 5 大学及び 4 高専との連携事業を次のとおり実施した。 

連携機関名 主な事業内容 

北海道大学 ・リサーチ＆ビジネスパーク推進事業の共同運営 

札幌医科大学 
・研究プロジェクトの支援 5件 

・企業への研究シーズ紹介準備 1件 

室蘭工業大学 
・研究プロジェクトの運営と事業展開の調査 

・産学官金連携支援会議の開催 5 回 

北見工業大学 
・産学官連携推進員・協力員合同会議の参加 3 回 

・研究プロジェクトの支援 1件 

東京農業大学 
・研究プロジェクトの支援 1件 

 

４高専（旭川・函館・ 

苫小牧・釧路） 

・４高専共同研究プロジェクトの支援 1 件 

・企業への研究シーズ紹介 1件 

 

※４高専共同研究プロジェクト「北方型住宅の環境システムに関する研究」 

北海道の住宅における省エネルギーを実現するため、アクティブ制御暖房（人追従セ

ンサーによって制御される放射又は伝導暖房装置）を用いることで現状全体の 6 割を

超えている暖房エネルギーを大幅に削減させ超省エネルギー住宅に向けたノウハウ

を確立した。 

 

２．ネットワーク促進事業 

 

（１）北海道バイオ産業クラスター・フォーラム事業（北海道経済産業局補助事業） 

 

北海道地域におけるバイオ産業クラスター形成の基本となる産学官の広域的な人的ネッ

研究項目 研究機関 

①ジェルの設計 株式会社 GEL-Design 

②室内実験 

②-1 コンブ幼体の成長性および定着率評価 

②-2 ジェル耐久性評価 
株式会社 GEL-Design、北海道大学 

③実海域試験 
株式会社 GEL-Design、北海道大学 

④機能性評価（モニター試験） 

（Ｈ２３年度実施予定） 株式会社 GEL-Design、北海道大学 
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トワークの形成を促進し、地域経済を支えながら世界に通用するようなバイオ企業・産業

の創出（バイオ産業クラスター）を目指し、以下の事業を実施した。 

 

①地域間連携・ネットワーク強化事業 

ａ．総会・企業プレゼン会の開催 

開 催 日 時 平成２２年７月７日（水）13:10～16:30 

場 所 ホテルさっぽろ芸文館 ロイヤルホール 

内 容 【総会】 

○平成２１年度事業報告、平成２２年度事業計画について 

○運営委員の選任、運営規約の改正について 

【講演１】「健康食品市場の動向と展望について」 

 ＵＢＭメディア㈱ 代表取締役社長  牧野 順一 氏 

【講演２】「BIO-EUROPE Spring 2010 から見た海外医薬メーカーの動向」 

クラスターマネージャー       土井 尚人 氏 

（㈱ヒューマン・キャピタル・マネジメント 代表取締役社長） 

【企業プレゼンテーション（６社）】 

㈱アグリバイオインダストリ、㈱エヌビィー健康研究所、 

㈱ＧＰバイオサイエンス、ナチュラルケア㈱、㈱前川製作所、 

㈱山本忠信商店 

 

参加人数 104 名 

 

ｂ．運営委員会の開催 

フォーラムの活動に関する事業計画や支援内容等を検討するため、運営委員会を２

回開催した。 

 第 1 回 第 2回 

開 催 日 時 平成２２年５月２５日（火） 平成２３年１月２０日（木） 

場 所 札幌アスペンホテル エルム 札幌アスペンホテル エルム 

内 容 平成 21 年度事業報告 

平成 22 年度事業計画等 

平成 22 年度事業報告(中間) 

平成 23 年度バイオ産業成長戦略等 

 

ｃ．広域連携会議の開催 

６地域（道央中核、函館、帯広十勝、とかち田園、旭川、釧路・白糠）の産業活性

化協議会による、広域連携会議を２回開催した。 
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 第 1 回 第 2回 

開催日時 平成２２年７月８日（木） 平成２３年２月２４日（木） 

場 所 札幌アスペンホテル アスペンＡ ホテルポールスター札幌 カトレア 

内 容 北海道地域バイオ産業集積活性化活動

事業に係る事業計画、各地域協議会の取

組み状況等について 

平成 22 年度の実績報告と 23 年度の実施計画、集

積活性化広域ビジョンの変更等について 

 

ｄ．事業運営会議の開催 

    ３つの事業主体（ノーステック財団、函館地域産業振興財団、十勝圏振興機構）

による、事業運営会議を３回開催した。 

 第 1 回 第 2回 第 3回 

日 時 平成２２年７月８日（木） 平成２２年１２月１日（水） 平成２３年２月２４日（木） 

場 所 札幌アスペンホテル ホテル日航ノースランド帯広 ホテルポールスター札幌 

内 容 「バイオ産業成長戦略」22 年

度重点事業、バイオ産業振興

会議、各事業主体の取組み状

況等について 

平成 22 年度の進捗状況と 23 年度

概算要求等関連予算の動向につい

て 

平成 22 年度の実績報告、23

年度の経済産業省予算案等

について 

 

ｅ．データベースの整備 

北海道バイオ産業クラスター・フォーラム参画企業 124 社に対し、以下の項目の調

査を実施して情報提供事業にて電子化を図り、ＨＰにて公開した。 

【調査項目】 

事業内容、研究開発対象領域、バイオ関連技術、基幹技術、保有特許等 

ｆ．クラスター・マネジャーの配置 

２名のクラスター・マネジャーを配置し、企業間のコーディネートと情報提供の活

動等を実施した。専門知識を有するクラスター・マネジャーの配置によりクラスター

内企業への効果的なコーディネート活動を実施することができた。 

 

②農作物等の高付加価値化・ブランド化事業 

ａ.「抗酸化値を活用した農産物の高付加価値化研究会」の開催 

北海道の農産物等は、その鮮度や安全性から高く評価されている一方で農業及び食

品産業の付加価値率は低く、主要産業である一次産業の経済波及効果が十分活かされ

ていない状況にある。そこで、統一的な評価技術や科学的エビデンスの付与により農

産物等の高付加価値化の仕組み作りを検討した。本研究会では抗酸化食品のテストマ

ーケティングを実施する事により、消費者の関心の高さを確認するとともに北海道ベ
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ジマルシェの開催など今後の抗酸化値（ORAC 値)を活用した販売戦略を検討した。 

 第 1 回委員会 第 2回委員会 第 3回委員会 

日 時 平成２２年８月４日（水） 平成２２年１０月７日（木） 平成２３年２月９日（水） 

場 所 札幌アスペンホテル 札幌アスペンホテル 札幌アスペンホテル 

内 容 研究会の経緯と目的、食品の抗

酸化能に関する現状、抗酸化能

に関する分析研究等について 

第1回委員会の概要、抗酸化に関

する動向、消費者アンケート中間

報告、マーケティング方法の検

討、報告書骨子取りまとめ等につ

いて 

第2回委員会の意見と機

能表示に関する動向、抗

酸化能を活用したマーケ

ティング試験、アクショ

ンプラン、報告書案等に

ついて 

 

ｂ.「健康科学セミナー」の開催 

近年、様々な疾病に関与していることが報告されている活性酸素を消去するために

農産物や食品素材の「抗酸化能」が注目されている。本セミナーでは、農産物や食品

素材の抗酸化能や評価手法に関する最新の情報に関する講演会を行い、健康管理や抗

酸化値を活用した本道の食素材の高付加価値化等について議論した。 

開 催 日 時 平成２３年２月２３日（水） 

場 所 京王プラザホテル札幌 雅の間 

概 要 講演①「健康と抗酸化」 

   社団法人生命科学振興会 理事長 渡邊 昌氏 

講演②「抗酸化食品素材の開発に向けた研究の現状」 

   宮城大学        教授  津志田 藤二郎氏 

講演③「旭川医科大学抗酸化機能分析研究センターの取り組み」 

   旭川医科大学      教授  若宮 伸隆氏   

参 加 者 数 103名 

 

ｃ．機能性表示関係 

    「健康産業創出シンポジウム in 北海道」の開催 

開 催 日 時 平成２２年１０月２８日（木） 

場 所 京王プラザホテル札幌 プラザホール 

概 要 ○基調講演「食品の機能性解析の現状とトクホの新たな可能性」 

  城西大学薬学部 教授  和田 政裕 氏 

○特別講演「健康食品の表示に関する検討会」の検討内容について 

  消費者庁食品表示課長  相本 浩志 氏 

○パネルディスカッション 
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 「地域発：健康産業の未来と、食品の機能性表示のあり方を考える」 

  コーディネータ：UBM メディア㈱ 代表取締役社長 牧野 順一 氏 

  パネリスト：NPO 法人新食品・機能性食品と農林畜水産業を語る会 

                   専務理事  栗下 昭弘 氏 

        北海道バイオ工業会 会長     小砂 憲一 氏 

        ㈲植物育種研究所 取締役社長   岡本 大作 氏 

        新潟県健康ビジネス協議会 会長  吉田  康 氏 

        九州地域バイオクラスター推進協議会 

                企画運営委員長  農  新介 氏 

参 加 者 数 １４８名 

 

ｄ．ヒト介入試験等科学的評価促進事業 

「地域主体の機能性食品臨床試験システム構築に関する検討会」の開催 

江別市内では、北海道の食資源の安全性・機能性の科学的根拠を、低コストかつ高

品に評価するためのヒト介入試験基盤の整備・構築事業が進められている。 

本事業では、地域住民の健康・意識調査、行政機関等との連携方策を検討し、地域

住民に機能性食品臨床試験システムを紹介するパンフレットの作成とより効果的な機

能性食品臨床試験のシステム案を作成した。 

 

③販路拡大事業 

道内のバイオ関連企業の販路開拓に向け、ビジネスマッチングの開催や展示会の出展

等を行い、新たな商談先の開拓に務めた。 

ａ．木原財団「会員交流商談会」への参加 

開 催 日 時 平成２２年８月６日（金） 

場 所 ＴＫＰ品川カンファレンスセンター 

主 催 木原記念横浜生命科学振興財団、かずさディー・エヌ・エー研究所 

参 加 企 業 （２社） 

 第 1回検討会 第 2回検討会 第 3回検討会 

日時 平成２２年９月２４日（金） 平成２２年１２月２１日（火） 平成２３年３月７日（月） 

場所 江別市保健センター 江別市保健センター 北海道情報大学会議室 

内容 研究会開催の経緯と目的、健

康情報科学研究センターの

取組み、留萌コホートピアの

取組み、臨床試験システムに

関する意見交換について 

他地域の取組み、江別モデルの仕

組み案、アンケート調査、広報パ

ンフレット構成案などについて 

北海道情報大の取組み、広報

パンフレット案などについ

て 
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㈱エヌビィー健康研究所、㈱ＧＰバイオサイエンス 

概 要 「千葉・神奈川バイオ産業広域連携事業」において開催され、２４社が参加。参加企業

及び北海道バイオ産業クラスター・フォーラムの展示・プレゼンを実施。 

 

ｂ．「機能性食品・化粧品ビジネスマッチング in 札幌 2010」の開催 

開 催 日 時 平成２２年９月９日（木） 

場 所 札幌パークホテル 

概 要 参加１０１社、商談件数４１７件、当日成約件数８７件 

来 場 者 数 ４６１名 

 

ｃ．「BioJapan2010」への出展 

開 催 日 時 平成２２年９月２９日（水）～１０月１日（金） 

場 所 パシフィコ横浜 

主 催 バイオジャパン2010組織委員会 

参 加 企 業 （６社） 

㈱エコニクス、㈱応用医学研究所、バイオマテックジャパン㈱、 

㈱プライマリーセル、㈱ホクドー、丸共バイオフーズ㈱ 

概 要 総出展社数359社、パートナリングシステムによる商談が中心。 

来 場 者 数 １５，１７５名（セミナー６，５１７人、プレゼン１，７２０人） 

 

ｄ．「食品開発展 2010」への出展 

開 催 日 時 平成２２年１０月１３日（水）～１５日（金） 

場 所 東京ビックサイト 

主 催 ＵＢＭメディア㈱ 

参 加 企 業 （13社） 

㈱アルファビジョン、井原水産㈱、㈱エコニクス、㈱化合物安全性研究所、コスモ食品

㈱、サプリアート㈱、㈲植物育種研究所、㈱新薬開発研究所、バイオマテックジャパン

㈱、㈱プライマリーセル、北海道ワイン㈱、丸共バイオフーズ㈱、山本忠信商店㈱ 

概 要 総出展社数６００社、セミナー数約３８０、出展国数２０か国 

来 場 者 数 ４２，６４０名 

 

ｅ．「サッポロ ヘルス＆ビューティフェア 2010」への出展 

開 催 日 時 平成２２年１０月２３日（土）～２４日（日） 

場 所 アクセスサッポロ 

主 催 SAPPORO Health & Beauty FAIR 2010 実行委員会 
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参 加 企 業 （４社） 

㈱アミノアップ化学、㈱アビサルジャパン、サプリアート㈱、㈲バイオクリエイト 

概 要 出展社数９２社、５団体 

来 場 者 数 約20,000名 

 

ｆ．「関西バイオビジネスマッチング 2011」への参加 

開 催 日 時 平成２３年２月７日（月）～８日（火） 

場 所 千里阪急ホテル 

主 催 近畿バイオインダストリー振興会議 

参 加 企 業 （６社） 

㈱応用医学研究所、㈱エコニクス、ポラリス・テクノロジー㈱、(株)アミノアップ化学、

(株)北国生活社 

概 要 商談参加企業82社、商談件数238件（全体商談数） 

来 場 者 数 480名 

 

ｇ．「健康博覧会 2011」への出展準備 

開 催 日 時 平成２３年３月１６日（水）～１８日（金） 

場 所 東京ビックサイト 

主 催 ＵＢＭメディア㈱ 

参 加 企 業 （10社） 

㈱北海道霊芝、㈱化合物安全性研究所、㈱北国生活社、コスモ食品㈱、サプリアート㈱、

㈲植物育種研究所、バイオマテックジャパン㈱、北海道ワイン㈱、丸共バイオフーズ㈱、

山本忠信商店㈱ 

概 要 震災により６月に延期 

 

ｈ．「Ｗｅｂマーケティングセミナー」開催 

開 催 日 時 平成２３年２月２５日（金） 

場 所 京王プラザホテル札幌 

参 加 企 業 （8社） 

(株)アビサルジャパン(有)ウィズユーコーポレーション、情報開発研究所、(株)スリー

ビー、ナチュラルケア(株)、北海道曹達(株)、(株)北海道バイオインダストリー、北海

道ワイン(株) 

講 師 ①「ＥＣ市場で成功するためのマーケティング戦略」 

(株)ナノエッグ 代表取締役 大竹秀彦氏 

②「ブランド力を高めるＥＣサイトの構築・運営」 
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(株)メガコミュニケーションズ 取締役 渡部琴恵氏 

③参加企業プレゼン・意見交換 

参 加 者 数 19名 

 

 

④販路拡大事業（グローバル展開支援） 

ａ．北海道－フランス「食・健康クラスター」ビジネス交流会・商談会 

  ○平成２２年５月１７日（月）～１８日（火） 

フレンチフードクラスター４団体の１２社、１４名を招へいし道内企業９社とビジ

ネス交流会を開催。今後のビジネス交流推進に関する確認書の署名を行った。 

  ○平成２３年１月２３日（日）～２９日（土） 

道内企業５社（㈱アミノアップ化学、㈲植物育種研究所、日生バイオ㈱、北海道ワ

イン㈱、丸共バイオフーズ㈱）をフレンチフードクラスター２団体（ヴィタゴラ、

ヴァロリアル）にミッション派遣し、ビジネス交流・商談会を行った。 

（商談件数 33 件） 

  

ｂ．「日中保健産業ビジネス交流会」の開催 

   中国浙江省の保健品行業協会及び企業６社が来道し、ビジネス交流会を実施した。 

 

ｃ．「BIO-EUROPE Spring 2011」への出展 

開 催 日 時 平成２３年３月１４日（月）～１６日（水） 

場 所 イタリア・ミラノコンベンションセンター 

主 催 EBD Group 

参 加 企 業 （５社） 

㈱エヌビィー健康研究所、㈱ＧＰバイオサイエンス、北海道システム・サイエンス㈱、㈱

プライマリーセル、ポラリス・テクノロジー㈱ 

概 要 参加1,123社、9,202件の商談、北海道企業の商談件数88件 

開 催 日 平成２２年５月２１日（金） 

場 所 コラボほっかいどう 

日 本 側 

参加企業 

（プレゼンテーション企業７社） 

㈱アルファビジョン、㈱エコニクス、㈱応用医学研究所、共成製薬㈱、日生バイオ㈱、

日本ハム㈱、北海道三井化学㈱ 

（その他参加企業７社） 

㈱オンコレックス、㈱北海道銀行、㈱健麗芝、㈱フルコーポレーション、㈱ダイヤ製薬、

㈱コスメテック札幌、浜理薬品工業㈱ 
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⑤経営力向上事業 

ａ．「バイオビジネス経営塾」の開催 

道内バイオ企業の底力向上のために、経営戦略、ファイナンス、アライアンス、マ

ーケティング、知財戦略などについて討論する経営塾を開催した。 

開 催 日 時 （第１日）平成２２年７月２０日 （火）15:00～18:00 

（第２日）平成２２年９月１５日 （水）15:00～18:00 

（第３日）平成２２年１１月２日 （火）15:00～18:00 

（第４日）平成２３年１月１８日 （火）15:00～18:00 

場 所 京王プラザホテル札幌 

参 加 者 15 名 

 

⑥情報提供事業 

ａ．パブリシティ事業 

「北海道バイオ産業クラスター・フォーラム」の参画企業の情報等を掲載したＨＰ

の更新やパンフレット及びＷｅｂショールームの更新などを実施。 

 

ｂ．専門家派遣事業 

要望のあった３社に対し、弁理士等の専門家を派遣した。 

 

⑦研究開発支援事業 

a.「技術シーズマッチング公開会」の開催 

大学・公設試等の研究者が技術シーズをプレゼンし、企業との交流会を通じて双方

のマッチングを図った。 

第１回 

開 催 日 時 平成 22 年 7 月 16 日（金）14:00～17:00 

場 所 札幌アスペンホテル アスペンＡ 

内 容 「遺伝子組換え短鎖ペプチドの低コスト生産技術」 

北海道大学大学院 先端生命科学研究院 准教授 相沢 智康 氏 14:35～15:00 

「多機能性エンベロープ型ナノ構造体を用いた遺伝子輸送」 

北海道大学大学院 薬学研究院 助教      秋田 英万 氏 15:00～15:25 

「バイオ産業に応用可能な表面測定技術」 

北海道立総合研究機構 工業試験場 主査    稲野 浩行 氏 15:25～15:50 

「カーボンナノチューブのバイオ応用」 

北海道大学大学院 歯学研究科 助教      赤坂 司  氏 15:50～16:15 

「金属ナノ粒子の製造方式の紹介とバイオ応用例」 

  北海道大学大学院 工学研究院 教授      米澤 徹  氏 

参 加 者 ４５名 
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第２回 

開 催 日 時 平成 22 年 10 月 21 日（木）14:00～17:00 

場 所 札幌アスペンホテル アスペンＡ 

内 容 「ウキクサ根圏細菌を利用した持続的水質浄化技術」 14:05～14:35 

北海道大学大学院地球環境科学研究院 教授   森川 正章 氏 

「藍染め染色液の発酵過程における細菌叢の変化」 14:35～15:05 

産業技術総合研究所生物プロセス研究部門副部門長 湯本 勲 氏 

「強酸性土壌の緑化・植生修復における植物共生微生物の応用」 15:05～15:35 

北海道大学大学院農学研究院 准教授      江澤 辰広 氏 

「微生物を用いた環境循環型高分子材料の合成とその機能化」 15:45～16:15 

北海道大学大学院工学研究院 准教授      田島 健次 氏 

「セルロース・キチンを活用した環境調和性高吸水性高分子の開発」 16:15～16:45 

苫小牧工業高等専門学校 物質工学科 准教授  甲野 裕之 氏 

参 加 者 42 名   

第３回 

開 催 日 時 平成 22 年 12 月 3 日（金）14:00～17:00 

場 所 札幌アスペンホテル アスペンＡ 

内 容 「がん抑制遺伝子 p53 ネットワークに基づく遺伝子治療戦略」 14:05～14:35 

札幌医科大学医学部付属がん研究所 教授    時野 隆至 氏 

「がん個別化医療に向けた検査診断薬の開発」 14:35～15:05 

札幌医科大学医学部病理学第一講座 准教授   鳥越 俊彦 氏 

「組織工学的手法に基づく組織新生-軟骨を中心に-」 15:15～15:45 

札幌医科大学医学部形成外科学講座 助教    松本 佳隆 氏 

「レスベラトロールの薬理効果と長寿遺伝子産物サーチュイン」 15:45～16:15 

札幌医科大学医学部薬理学講座 教授      堀尾 嘉幸 氏 

参 加 者 38 名   

 

ｂ.「ＢＩＯキャリアセミナー2010」の開催 

道内バイオ企業と博士研究員、大学院生等とのマッチング交流会を開催し、学生等

とのフリーディスカッションを通じて道内バイオ企業の周知を図った。 

開 催 日 時 平成 22 年 11 月 22 日（月）15:00～18:30 

場 所 ホテルポールスター札幌 ポールスターホール 

参 加 企 業 （５社） 

㈱応用医学研究所、㈱化合物安全性研究所、㈱ＧＰバイオサイエンス、㈱ジェネティッ

クラボ、北海道システム・サイエンス㈱ 

参 加 者 48 名 
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（２）研究開発支援型雇用推進事業（札幌市委託事業） 

 

本事業は、厚生労働省の「ふるさと雇用再生特別対策推進事業補助金交付要綱」に基づ

き地域の研究開発の促進、産学官連携人材の育成等を目指し、また新たな雇用の創出を目

的とした委託事業である。事業の流れは以下のとおり。 

① 研究開発全体の進捗管理、及び事務業務を実施する仲介役人材の雇用。 

② 研究開発に従事する研究スタッフの雇用。 

③ 研究スタッフを受入れる企業の募集。 

④ 申請書類の審査・選定、及び事業評価のための委員会の開催。 

⑤ 受入企業での研究開発業務の実施。 

平成 21 年度からの継続事業であるが、昨年度をもって 2 名が受入企業に正社員として雇

用されたため 2 名の研究スタッフを募集したところ 20 件の応募があり、審査委員会を経て

2 名の研究スタッフを雇用した。 

雇用者 人数(人) 受入先 

仲介役人材 1 ノーステック財団 

研究スタッフ 1 ㈱ホクドー 

1 北海道システム・サイエンス㈱ 

1 ㈱ジェネティックラボ 

1 ㈱ラボ→㈱アミノアップ化学 

1 ㈱リープス 

 

（３）地方独立行政法人北海道立総合研究機構との業務・協力協定締結 

 

当財団は、これまで北海道の産業振興を図るために道内の大学・高専と連携を進めてき

たが、今後これらの研究シーズや研究成果を含めた財団が有するノウハウ(産学コーディネ

ート能力など)を基に事業化・商品化を強力に推進し、道内産業界の更なる活性化を図るた

め、22 年 6 月 10 日に地方独立行政法人北海道立総合研究機構と「業務・協力協定」を締結

した。 

２２年度は、この協定に基づき両者で検討を重ねた結果、道総研戦略プロジェクト 4 分

野の中の「北海道の総合力を生かした付加価値向上による食産業活性化の推進プロジェク

ト（食クラスタープロジェクト）」を共同で実施した。 
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３．研究開発助成事業 

 

（１）イノベーション創出研究支援事業・食関連クラスター支援事業（北海道補助事業） 

 

本道の科学技術および産業技術の振興を総合的・横断的に推進するために科学技術の基

盤強化を図る先導的・発展的研究および新事業の創出にむけた研究支援や、研究開発シー

ズの育成を行い、これにより活力ある地域経済の実現と道民生活の向上に資することを目

的とした「イノベーション創出研究支援事業（スタートアップ研究補助金、発展・橋渡し

研究補助金）」、および食関連分野における本道の民間企業と大学等との共同研究並びに食

クラスター形成を目的とした「食関連クラスター支援事業（食関連クラスター支援事業補

助金）」を実施した。 

 

①応募・採択件数等 

イノベーション創出研究支援事業は、採択予定件数の 3.1 倍にあたる 97 件の応募があ

り、産学官の有識者からなる審査・専門委員の審査を経て、24 件の研究テーマを採択し

た。 

また、食関連クラスター支援事業は、採択予定件数の 1.2 倍にあたる 11 件の応募があ

り、産学官の有識者からなる審査・専門委員の審査を経て、9 件の研究テーマを採択した。 

 

 

事業名 補助金名 
応募 

件数 

採択 

件数 
倍率 補助金額 

イノベーショ

ン創出研究支

援事業 

（補助率は北海

道、当財団各々 1

／2） 

スタートアップ研究補助金 72 16 4.5 27,560千円 

発展・橋渡し研究補助金 21 7 3.0 26,440千円 

小 計 93 23  54,000千円 

イノベーション創出研究支援事業 

重点・モデル化補助事業 

（補助対象経費の1／2以内を北海道が全額） 

4 1 4.0 9,809千円 

小 計 97 24  63,809千円 

食関連クラスター支援事業 

（補助対象経費の1／2以内を北海道が全額） 
11 9 1.2 15,984千円 

合 計 108 33  79,793千円 
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②審査委員会の開催 

会議名 開催日 内   容 

審 査 

委員会 
平成22年8月6日(金) 

総合審査並びに採択研究テーマの選定（答申） 

①スタートアップ研究補助金 

②発展・橋渡し研究補助金 

③重点・モデル化研究補助金 

④食関連クラスター支援事業補助金 

 

（２）若手人材育成事業（自主事業） 

 

将来の北海道の科学技術力の強化および新産業創出に向け、研究者の人材育成およびネ

ットワークの形成の視点から、若手研究者への研究支援を目的とした補助金を交付した。 

 

①応募・採択件数等 

本事業は、採択予定件数の 4.6 倍にあたる 93 件の応募があり、産学官の有識者からな

る審査・専門委員の審査を経て、23 件の研究テーマを採択した。 

 ②理事長賞 

上記研究テーマから先進性のある研究を理事長賞として毎年表彰しているが、今年は

北海道大学大学院工学研究院助教の永山昌史氏の研究テーマ「脂肪細胞における脂肪分

解機構の 1 細胞レベルでの解明」が理事長賞を受賞した 

事業名 補助金名 
応募 

件数 

採択 

件数 
倍率 補助金額 

研究開発助成事業 

（補助率当財団全額） 

 

タレント補助金 

 

93 23 4.0 8,500千円 

 

③研究交流会の開催 

本事業にて採択した若手研究者を参集し、今後の研究開発の更なるステップアップの

支援を行うため、国等の研究支援制度の情報提供および若手研究者のネットワーク形成

のための「若手研究者交流会」を開催した。 

開催日 平成 22 年 10 月 29 日（金） 

場 所 コラボほっかいどう 

 

（３）札幌市新産業育成推進事業（札幌市補助事業） 

 

本事業は、札幌市内の中小企業者が取組む産学官連携及び異業種連携を後押しし、地域
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の産業資源を活かした産業の振興を図るために当財団が新産業の事業化が期待できる企業

と共同で取り組む事業化支援事業に対し、札幌市が補助金（補助率２分の１）を交付する

ものである。 

応募があった中から適切と思われるテーマを選定し、審査委員会を経て３件の事業を決

定したうえで札幌市に申請を行いすべてのテーマが申請どおり採択された。 

現在、各企業では補完研究を継続しているところであるが、３件とも、テーマの一部に

ついて平成２３年度中の事業化の目処が立っており、今後の展開が期待される。 

 

テーマ 概要 企業名 

大型車輌Ｔ－２５対応型の通

気性平板ブロックの開発 

公共施設等の施工規格の変更に対応可能な

「未利用熱を利用した融雪システム」に使

用する活加重 T-25ｔ仕様の路面体を開発す

る。本路面体は通気性・透水性に富み、冬

期間の路面凍結、融雪のみではなく、降雤

時は透水性を有しているため雤水対策にも

寄与する製品（気候変動対応型道路構造）

を開発する。 

ヤマガミアイザワ(株) 

“画面付き組み込み機器”向け

の低価格/高拡張/省電力CPUボ

ードの開発 

多くの開発要求に柔軟に応えていくため、

低価格で拡張性に優れた「組み込み機器プ

ラットフォーム」向けの CPU ボードを開発

する。中でも画面を持った組込み機器への

需要が高まっており、自由に画面を使うこ

とのできるソフトウェアの仕組み、従来よ

りも省電力性を高めた CPU ボードを開発す

る。 

(株)アットマークテク

ノ 

ＰＥＥＭ（ケミカル顕微鏡）用

極低温機構の開発 

光電子顕微鏡に装着することにより、絶対

零度（-273.15℃）に限りなく近付けた試料

冷却制御機構を開発する。本冷却機構の開

発により、化学状態分析・電気特性測定と

微視的イメージ観察が同時にできるという

他に無いデータを得ることが出来る。 

(株)北海光電子 

 

（４）その他の事業 

 

「平成 21 年度北海道中小企業応援ファンド」の助成金を活用し、下記 3 件について、研

究開発支援を行った。 

（注：「北海道中小企業応援ファンド」とは、（独）中小企業基盤整備機構の地域中小企業

応援ファンド事業を活用し、道内経済界の協力を得て、（財）北海道中小企業総合支援セン

ターが管理運営するものである。） 
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①事業シーズ可能性拡大支援事業 

企業名 開発テーマ／開発内容 

フォトニックサイ

エンステクノロジ

（株） 

長距離コリメータ用光ファイバレンズの開発 

光通信をはじめ、分析、計測など光を用いるシステムにおいて必要とされる光回路

実装用、光スイッチ用の長距離間隙の空間伝搬を可能とするコリメータ用光ファイ

バレンズの開発を行った。  

英機工業（株） 

硫黄酸化脱窒細菌によるシート状水質浄化材の開発 

硫黄酸化脱窒細菌用ペレット状水質浄化材の課題である目詰まりやペレットの交換

作業が困難であること、処理性能の発揮が不十分な点を改善するため、シート状基

材に硫黄酸化脱窒細菌を担持させた窒素除去水質浄化材を新たに開発した。  

 

②市場適応能力高度化促進支援事業 

企業名 開発テーマ／開発内容 

（株）ノベルズ、

（株）ノベルズ食

品 

交雑種経産牛の美味しさの定量化とブランド力向上 

肉質・脂肪の質を高めることを目的に、出荷の月齢を意図的に伸ばす手段として 1

度に限定し出産を経験した交雑種経産牛について、理化学分析によるモノ不飽和脂

肪酸割合等を測定するとともに、帯広畜産大学の枝肉断面の画像解析技術により霜

降りの詳細解析を行い、交雑種経産牛の美味しさの定量化を行なった。客観的に品

質の高さを示し、一般的に低価値、低価格で取引されている経産牛との差別化、価

値向上に取り組んだ。 

 

４．知的クラスター創成事業（さっぽろバイオクラスター“Bio-S”） 

（文部科学省委託事業） 

 

「さっぽろバイオクラスター構想“Bio-S”」は、産学官連携により国際競争力のあるバ

イオクラスター形成を最終目標とした文部科学省地域イノベーションクラスタープログラ

ム（旧 知的クラスター創成事業）であり、平成 19 年 7 月から平成 24 年 3 月までの５年間

の事業である。 

「北海道発の健康科学産業創出」をビジョンに掲げる本事業は、恵まれた自然環境と広

い大地から供給される農林水畜産物などをはじめとする北海道産の優れた素材に大学や公

的研究機関を核として科学的根拠に基づく機能性の付加価値を付けるものであり、高機能

化された食材・食品、化粧品・医薬品を製品あるいは原料として国内外の市場に提供する

こと、ならびにバイオマーカーの探索および機能性評価システムの確立を通じ、健康科学

産業創出を目指している。 
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また、地域独自として産学官連携体制強化を進めている「北大リサーチ＆ビジネスパー

ク構想」が平成 21 年度にグローバル産学官連携拠点に採択されたことから、「さっぽろバ

イオクラスター構想“Bio-S”」事業実施を通じて拠点形成の実現を目指すため、地域内で

推進している「オール北海道先進医学・医療拠点形成(HTR)」・「未来創薬・医療イノベーシ

ョン拠点形成」の２事業との連携促進にも取り組んでいる。 

 

（１）実施体制 

本事業の実施主体は、北海道知事を本部長、札幌市長を副本部長とし、北海道大学、札

幌医科大学、旭川医科大学をはじめとする道内の研究機関などで構成する「知的クラスタ

ー本部」であり、当財団の知的クラスター推進室が、その事務局を担っている。 

【参加研究機関等】 

大学等：北海道大学、札幌医科大学、旭川医科大学、北海道情報大学、北海道医療大学、

帝京大学、鳥取大学、酪農学園大学藤女子大学、広島大学、北海道教育大学、東海大学 

企 業：33 社（うち道内 21 社） 

 

（２）実施期間 

平成 19 年 7 月 ～ 平成 24 年 3 月 

 

（３）研究領域 

道内の大学と参加企業が協力のうえ、3 つの領域（①免疫アレルギー機能、②認知機能、

③代謝機能）における研究開発を基本事業とし、特に、ヒトにおける疾患過程のバイオマ

ーカーの発見、機能性評価の技術革新について研究を推進している。 

また、食品・食材の機能性を効果的に検証するヒト介入試験や、非臨床における食材の

図 1-1 さっぽろバイオクラスター“Bio-S”の事業展開 



 

 

－ 20 － 

機能性評価の技術開発など共通基盤技術の整備を進めている。 

さらに、評価技術や検査キットの開発などにより将来に向けた受託解析・受託評価の事

業化および高機能性食品・化粧品の開発を目指しており、最終的には臨床試験システムや

評価技術を介して科学的根拠を証明することにより、検査薬、診断薬、創薬の開発にも繋

げられるものと考えている。 

 

（４）事業実施状況 

平成 22 年度においても引き続き、大学等の研究機関が取り組んでいる研究開発の実用

化・事業化の促進を目的とした研究テーマごとの「事業化ロードマップ」や、進捗状況の

把握や情報共有化を図るためのプロジェクト管理ツール「スナップショット」を活用しな

がら、食の機能性評価系の確立や食素材開発に向けた取り組みを推進した。 

なお、本事業に関わる特許申請数は 18 件、論文報告数は 126 報といずれも目標を上回る

結果となった。 

研究領域毎のテーマやグローバル産学官連携事業の事業実施状況は、以下のとおりであ

る。 

研究テーマ・事業取組み内容 研究責任者・実施担当機関 

①免疫・アレルギー機能改善研究グループ 

ａ．消化管機能評価による機能性素材開発 北海道大学 大学院先端生命科学研究院 

教授 綾部 時芳 氏 

ｂ．免疫バランス制御評価による機能性素材開発 北海道大学 遺伝子病制御研究所 

教授 西村 孝司 氏 

ｃ．アレルギー･炎症反応評価による機能性素材開発 

  （スフィンゴ脂質評価系、プロテオグリカン評価系） 

北海道大学 大学院先端生命科学研究院 

教授 五十嵐 靖之 氏 

ｄ．免疫活性化物質評価による機能性素材開発 北海道大学 大学院医学研究科 

教授 瀬谷  司 氏 

②認知機能改善研究グループ 

ａ．認知症モデル動物によるバイオマーカー探索と予防

作用機能性素材開発 

札幌医科大学 医学部 

教授 小海 康夫 氏 

③代謝機能改善研究グループ 

ａ．糖質代謝改善作用をもつ機能性素材開発 

（エピラクトースの開発） 

北海道大学 大学院農学研究院 

教授 松井 博和 氏 

ｂ．脂質代謝改善作用をもつ機能性素材開発 北海道大学 大学院農学研究院 

  教授 原   博  氏 

ｃ．抗酸化作用をもつ機能性素材開発 旭川医科大学 医学部 

教授 若宮 伸隆 氏 

④共通基盤技術 

ａ．機能性食品開発のための基盤整備(共通基盤A) 北海道情報大学 経営情報学部 

教授 西平  順 氏 

b. 機能性食品開発のための評価技術整備(共通基盤B) 札幌医科大学 医学部 

教授 氷見 徹夫 氏 
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⑤関係府省連携枞 

ａ．汎用的バイオ応用を目指した蛍光ナノポリマー粒子

プローブの創製 

北海道大学 大学院地球環境科学研究院 

准教授 山田 幸司 氏 

b.麦芽乳酸菌の腸管組織に対する生理活性の解明と健

康食品開発 

旭川医科大学 医学部 

教授 高後  裕 氏 

⑥グローバル産学官連携拠点事業  

a.グローバル産学官連携拠点「北大リサーチ＆ビジネス

パーク」の実現に向けた取組み 

ＮＯＡＳＴＥＣ 

 

①免疫・アレルギー機能改善研究グループ 

ａ．消化管機能評価による機能性素材開発 

本プロジェクトは、ヒトの腸管初代培養細胞技術を確立し、腸管機能評価キットを開発

して食素材機能評価を行いながら機能性食品開発につなげることを目指している。 

平成 22 年度は、既に確立した初代腸管皮細胞を用いた殺菌活性評価システムや新規

神経内分泌機能評価システムを用い、実際の食素材や腸内細菌由来物質を評価した。

また、研究テーマ間連携として「汎用的バイオ応用を目指した蛍光ナノポリマー粒子

プローブの創製」にて開発した蛍光色素プローブを用いた食品機能評価法の開発を進

めた。さらに、これまでの研究成果を活用し、地場企業（北海道システムサイエンス、

プライマリーセル、札幌臨床検査センター、エクサム、エコニクス等）が腸内細菌叢

解析共同受注グループを形成し「腸内環境改善アッセイサービス」として事業化を開

始した。これらサービスの事業展開は、平成 22 年度経済産業省「地域イノベーション

創出研究開発事業」の採択を受け、北海道システムサイエンス（株）を中心に次世代

シークエンサを用いた応用技術開発を推進している。 

 

ｂ．免疫バランス制御評価による機能性素材開発 

本プロジェクトは、免疫バランス評価手法を確立して免疫バランス改善機能を有す

る食材を見出して機能性食品開発につなげることを目指している。 

平成 22 年度は、「黒千石」ネピュレ抽出物等、各種北海道産食素材シーズについて

有効成分の抽出およびこれまでに確立した評価系を用いた作用メカニズムの解明を進

めた。また、「黒千石」の機能性実証を目的にヒト介入試験を実施した。さらに、ヘル

スツーリズムの推進による食・健康・環境・観光を横断的に結んだ画期的な事業展開

を目指す活動を進めた。 

 

ｃ．アレルギー･炎症反応評価による機能性素材開発 

本プロジェクトは、スフィンゴ脂質関連蛋白質の機能解析を行い、スフィンゴ脂質

代謝阻害剤探索評価システムを構築のうえスフィンゴ脂質に対し科学的根拠を持つ機

能性食品・化粧品素材として開発する為の多面的なサポートを行うことを目指してい



 

 

－ 22 － 

る。 

平成 22 年度は、ファイトセラミドをビール生産後の廃酵母から効率よく抽出し、大

量合成するための製造法の開発を参画企業と行った。また、ファイトセラミドのメタ

ボリック・シンドロームへの影響を解析するため、ファイトセラミド合成酵素を欠損

したマウスを用いた評価系を構築し、機能解析を進めた。加えて、セラミドによる皮

膚機能改善を目指す機能性食品・化粧品等の開発に取組んでおり、今年度には、シャ

ンプーやコンディショナーの商品化を実現した。 

 

ｄ. 免疫活性化物質評価による機能性素材開発 

本プロジェクトは、食材としても利用されているスピルリナ（Spirulina、藍藻）に

含有する成分の抗癌免疫活性に対する評価技術を整備するとともに、その同定された

機能成分の中から癌患者の一般状態を改善して QOL（生活の質）を高める物質の合成し、

さらには機能性食品としての開発を目指すものである。 

平成 22 年度は、Spirulina 由来 TLR アゴニスト（アジュバンド分子）を用いた経口

免疫アジュバント療法の開発につなげるため、従来のアジュバンドとの差別化や安全

性の確認等、製薬企業が関心を示す創薬シーズとしての有用性データの取得を進めた。

また、Spirulina 熱水抽出物から高速クロマトグラフ（HPLC）などで TLR2 アゴニスト

活性をマーカーにした該当物質を精製し、プロテオーム解析により１つのリポ蛋白に

有効性が認められたことから機能解析を進めた。 

＊TLR：免疫系に関わるタンパク質 

 

②認知機能改善研究グループ 

ａ．認知症モデル動物によるバイオマーカー探索と予防作用機能性素材開発 

本プロジェクトは、認知症のバイオマーカー探索をモデル動物とリンクする形で実

施し、血漿からのマーカー候補品の取得技術を幾つか開発しながら診断薬開発を目指

すとともに、動物モデルで素材探索を行い、機能性食品開発を目指している。 

平成 22 年度は、アネキシン V の体外診断薬の取組みについて、参画企業と共にキッ

ト化を進めた。また、ナノリポソームを用いた新規バイオマーカーの探索を実践した。

留萌市をモデルとしたコホート研究については、市民に対する健康調査を実施し、約

3,500 名からデータを収集して市民の健康情報の基礎データづくりを進めた。また、実

証検証的なヒト介入試験の実施し、実サンプルの解析などを通じて大規模な研究への

体制構築に向けての課題を抽出した。さらに、今年度、倫理委員会を成立させるなど、

コホート研究のインフラ整備は着実に進展している。 

③代謝機能改善研究グループ 

ａ．糖質代謝改善作用をもつ機能性素材開発（エピラクトースの開発） 

本プロジェクトは、北海道大学農学部でクローニングした酵素によって合成される
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エピラクトースのプレバイオティクスとしての機能性を評価（ミネラル吸収改善他）

シ、機能性食品の開発を目指している。 

平成 22 年度は、エピラクトースの機能性飼料および抗肥満に関する生理機能の解析、

エピラクトース生産方法の基盤形成、セロビオース２-エピメラーゼ（CE）の生理的意

義と新規糖代謝経路解明を進めた。特に、工業化に関しては、参画企業と共同で好気

性かつ耐熱性のあるエピメラーゼ産生菌株の取得に成功して特許出願を行なったほか、

工業レベルで実施可能な効率的精製法を確立するなどの進展が見られた。 

 

ｂ．脂質代謝改善作用をもつ機能性素材開発  

＜サブテーマ１＞ 

「プラズマローゲンの臨床的意義確立と抗動脈硬化食品の実用化」 

本プロジェクトは、動脈硬化におけるプラズマローゲンの意義についての評価およ

びプラズマローゲンを素材とした機能性食品の開発を目指している。 

平成 22 年度は、これまでに採取した検体のデータ解析に関して北海道情報大学との

連携で詳細な解析を行なった。また、健常者血清と病態血清の分析・解析から心疾患

におけるプラズマローゲンの臨床的意義とバイオマーカーとしての優位性について検

討した。さらに、参画企業の協力によるプラズマローゲン測定キット試作品の開発に

進展が見られ、食素材からのプラズマローゲン抽出法の確立するなどの成果を得た。 

＊プラズマローゲン：生体内の存在するリン脂質の一種 

＜サブテーマ２＞ 

「過酸化脂質の網羅的解析法と抗動脈硬化・抗老化検査法の開発」 

本プロジェクトは、動脈硬化や臓器障害の促進・防止に関係する脂質・リポ蛋白の

測定方法開発および脂質代謝を改善する食品・医薬品の開発を目指している。また、

本プロジェクトで開発された分析技術を活用して世界に通用する高度脂質分析ラボを

設立し、分析サービスとして事業化を目指していく予定である。 

平成 22 年度は、過酸化脂質の質量分析法による網羅的定量法の確立および超善玉リ

ポタンパク質 apoE-rich HDL 測定試薬の開発を中心に進めた。apoE-rich HDL 測定試薬

の開発は、企業との共同研究に向けて進展中。また、カーボンナノチューブセンサに

よる過酸化脂質測定法の検討を開始して試作品を完成させた。加えて、センサー量産

化に向け小型化を進めるべくすでに 2 号機の試作に取組んでいる。高度脂質分析ラボ

構想については、Bio-S 事業による研究拠点形成の中心的存在として位置づけ、ラボ設

立構想の第一段階として北大内での設置に向けて計画の具体化を急いでいる。 

 

＜サブテーマ３＞ 

「ニュートリゲノミクス解析に基づく機能性評価法の開発と食品素材開発」 

本プロジェクトは、ニュートリゲノミクス解析を用いて未利用または低利用陸上植物
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資源に応用することで機能性食品開発を目指していくものである。 

平成 22 年度は、未利用または低利用植物資源としての植物葉部に着目し解析を進め

て主要構成成分を明らかにするとともに、それぞれの機能性解析から脂質代謝制御活

性を明らかにし、新たな機能性素材開発の方向性を明確にした。 

 

ｃ．抗酸化作用をもつ機能性素材開発 

本プロジェクトは、様々な抗酸化作用の評価技術を確立して北海道の食材の差別

化・優位性を明らかにし、機能性食品の開発につなげることを目指している。 

平成 22 年度は、「抗酸化機能分析研究センター」を本格的に稼働させて食素材中に

含まれるポリフェノール類の定量解析とプロファイル分析等を行なった。具体的には、

平成 21 年度に引き続き北海道内のワイナリーの協力によりワインおよび原料ブドウの

ポリフェノール類の分析を行なったり、地場の黒大豆・大豆、さらには北海道の食素

材約 300 品目の抗酸化能の分析を行なった。これらの成果として、北海道産黒大豆を

用いて抗酸化能の指標の一つである ORAC 値を表示した健康飲料の商品化が実現した。 

 

④共通基盤技術 

ａ．機能性食品開発のための基盤整備（共通基盤 A） 

＜サブテーマ１＞ 

「ヒト介入試験システム（江別モデル）の構築」 

食品の機能性や安全性を科学的に証明するためには、ヒトを対象とした臨床試験に

よる結果が大前提となるが。、ヒト介入試験の実施にはコストがかさむため、地域企業

における食品開発においては大きなハードルとなっている。 

本プロジェクトは、地域に根ざした競争力確保のため、低コストで高品質なヒト介

入試験システムを構築することを目指している。また、健康食品開発人材育成プログ

ラムを開発し、持続的な健康食品業界の発展に寄与する専門的人材を育成していくシ

ステムの構築も目指している。 

平成 22 年度は、機能性食品ヒト介入試験システムの構築を目指し、平成 21 年度に立

ち上げた地域を限定した小規模のプロトタイプの試験モデルをもとに中規模の食品臨

床試験を実施し、システム構築のために必要な情報の収集と課題を抽出した。また、新

たに抗酸化能食品・素材の機能性を定量的に評価できるヒト介入試験方法の検討を行な

った。 

＜サブテーマ２＞ 

「Bio-S フードサイエンス・カレッジ開催による人材の育成」 

22 年度新たに、研究機関と企業の間に入って現場で必要とされる技能を持った即戦

力の人材を育成するためのカリキュラムを作成し、「Bio-S フードサイエンス・カレッ

ジ」として受講生 44 名の参加を得て平成 22 年 9 月～12 月の間でベーシック・プログ
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ラムを実施した。平成 23 年度には、ベーシック・

プログラムに加え、より専門的な知識の習得を目指

すコア＆アドバンス・プログラムを実施する予定で

ある。 

 

 

ｂ．機能性食品開発のための評価技術整備（共通基盤 B） 

＜サブテーマ＞ 

「免疫力・抗酸化力評価技術の開発」 

本プロジェクトは、素材の機能性成分分析や評価を行ううえで必要な評価技術を整

備することにより機能性食品開発にかかる研究の加速的な進展を目的としている。 

平成 22 年度は、免疫科学評価系としてヒト鼻粘膜を利用した鼻アレルギーおよびウ

ィルス感染防止の新しい治療法の開発及び構築した評価系を用いた食品機能解析を進

めた。また、抗酸化評価系として抗酸化能食品・食素材の機能性を定量的に評価できる

ヒト介入試験方法の構築等、、ヒトサンプルを用いた実証試験実施についての検討を進

めた。 

 

⑤関係府省連携枠 

ａ．汎用的バイオ応用を目指した蛍光ナノポリマー粒子プローブの創製 

本プロジェクトは、新規蛍光ソルバトクロミック色素の発光機能の多様性・低毒性・

低コスト性を活かし、さまざまな生体観測の場面で優れた光機能性を保った耐久性の

高い蛍光プローブ材料の創製を目指している。 

平成 22 年度における蛍光プローブ材料の開発については、一般的な活性部位を持っ

た色素のラインアップを揃えると共に、光物性やラベル化部位などが最適化されたオン

デマンド蛍光色素プローブの開発に着手した。また、単一波長励起が可能なマルチカラ

ー蛍光ナノ粒子プローブ完成を目指し開発を進めた結果「POLARIC」として商品化に成

功し、22 年 7 月にはポラリス・テクノロジー株式会社を設立して事業展開を加速化し

ている。また、同社を中心に平成 22 年度経済産業省「地域イノベーション創出研究開

発事業」に採択され、イムノアッセイやがん細胞染色に関する応用技術開発を推進して

いる。 

ｂ．麦芽乳酸菌の腸管組織に対する生理活性の解明と健康食品開発 

本プロジェクトは、麦芽乳酸菌の腸管組織に対する機能性を明らかにしていくこと

で麦芽乳酸菌を用いた整腸効果（腸管保護機能）を有する機能性食品の商品化を目指

している。 

平成 22 年度は、麦芽乳酸菌の活性成分の同定を進めるとともに、ヒト介入試験の解

析結果をもとに試験的に整腸効果（腸管保護機能）を有する商品開発を進めた結果参画



 

 

－ 26 － 

企業から商品化が公表され、平成 23 年度中に商品化の予定である。 

 

（５）その他の事業活動 

①「さっぽろバイオクラスター国際シンポジウム」の開催 

札幌周辺を核とする道央地域に大学等の「知」をベース

にした健康科学産業クラスター作りを目指す一環として、

食の領域でのクラスターづくりに携わっている北米・欧

州・オセアニアの関係者を招へいし、国際シンポジウムを

開催した。 

 

開催日 平成22年11月25日（木） 

場 所 札幌プリンスホテル・国際館パミール3Ｆ 

主 催 さっぽろバイオクラスター“Bio-S”、ノーステック財団 

共 催 北海道、札幌市、北海道経済産業局、北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会 

後 援 
北海道大学、札幌医科大学、旭川医科大学、北海道バイオ産業クラスターフォ

ーラム 

内 容 

・基調講演 “知から実用化へ、世界の事情紹介” 

「機能性食品研究でのネットワーク」 

カナダ グエルフ大学 教授 Prof. Rickey YADA 氏 

「ニュージーランドでの食品商品化への研究戦略」 

          ニュージーランドプラント＆フードリサーチ インスティテュート 

    ゼネラルマネージャー Dr. Kieran ELBOROUGH 氏 

「ヴィタゴラでの消費者を第一に考える革新的戦略（味覚・栄養・健康）」 

    フランス ヴィタゴラ国際開発担当 Mr. Geoffroy TRINH 氏 

・パネルディスカッション “健康表示について” 

  パネリスト招待講演 

   「健康表示の科学的根拠に関する国際比較」 

    名古屋文理大学 健康生活学部 教授 清水 俊雄 氏 

   「健康表示の日本及び北海道の取組み」 

       北海道バイオ工業会 会長 小砂 憲一 氏 

  パネリスト 

    グエルフ大学Prof. Rickey YADA 氏、プラント＆フードリサーチ 

     インスティテュートゼネラルマネージャー Dr. Kieran ELBOROUGH 

    氏、ヴィタゴラ国際開発担当 Mr. Geoffroy TRINH 氏、 

   名古屋文理大学 健康生活学部 教授 清水 俊雄 氏、 



 

 

－ 27 － 

北海道バイオ工業会 会長 小砂 憲一 氏、特定非営利法人 

   国際生命科学研究機構 橋本 昭栄 氏 

参加者数 200名 

 

②ＰＲ活動実績 

実施事項 実施日 場所 

国際食品素材/添加物展（ifia Japan） 平成 22 年 5月 19 日～21 日 東京 

産学官連携推進会議 平成 22 年 6月 5日 京都 

フードサイエンス・カレッジ開講記念シンポジウム 平成 22 年 6月 25 日 札幌 

Ｂｉｏ－Ｓライフサイエンス・フォーラム 平成 22 年 7月 30 日 札幌 

バイオジャパン 2010 平成 22 年 9月 29 日～10 月 1 日 横浜 

食品開発展 平成 22 年 10 月 13 日～15 日 東京 

ビジネスＥＸＰＯ 平成 22 年 11 月 11 日～12 日 札幌 

Ｂｉｏ－Ｓライフサイエンス・フォーラム 平成 22 年 12 月 14 日 札幌 

平成 22 年度成果報告会 平成 23 年 3月 11 日 札幌 

 

③パブリシティ実績 

取材者 取材事項等 取材時期 

新聞社 

北海道新聞 人材育成プログラム 平成 22 年 6 月 

北海道新聞 ヒト臨床試験システム 平成 22 年 9 月 

北海道新聞 麦芽乳酸菌 平成 22 年 12 月 

北海道新聞 黒千石 平成 23 年 1 月 

Ｔ Ｖ 

ＮＨＫ 事業内容紹介（オランダ関連） 平成 22 年 6 月 

ＮＨＫ ヒト臨床試験システム 平成 22 年 9 月 

北海道放送 ＰＯＲＡＬＩＣ 平成 22 年 10 月 

テレビ北海道 ＰＯＲＡＬＩＣ 平成 22 年 10 月 

テレビ北海道 ＰＯＲＡＬＩＣ 平成 22 年 12 月 

各社 ウィークリー赤れんが 

（事業内容紹介） 

平成 23 年 1 月 

海外講演 韓国 事業概要説明（事業総括） 平成 22 年 8 月 

ホームページ 独自運営 ホームページ刷新 平成 23 年 2 月 

雑 誌 
FOODstyle２１  研究内容（事業総括・研究統括） 平成 22 年 4 月 

incu-be 人材育成プログラム 平成 22 年 7 月 

 

 

５．幌延地圏環境研究事業（経済産業省補助事業） 

 

平成 13 年 4 月、幌延町に核燃料サイクル開発機構（現：独立行政法人日本原子力研究開

発機構／JAEA）幌延深地層研究センターが開設された。同開発機構の研究施設・成果等を

活用した学術研究等への支援は、地域振興および地域住民の理解形成に有効であり、深地

層研究の円滑化に資するとの判断から、国は、研究主体である同開発機構以外の、学術研
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究機関が必要な研究を実施できるよう「深地層研究施設整備促進補助金」制度を整備した。 

こうした情勢を踏まえ、平成 15 年 6 月創設された「幌延地圏環境研究所」は、同補助金制

度を活用し、北海道北部の地盤特性や地下空間利用、生息する微生物の研究など、地域特

性を生かした地球科学研究の推進を図るとともに、地域産業や生活環境向上などに有用な

研究を進めることにより、地域経済の活性化を目指すものである。 

 

（１）基盤研究 

 

①堆積岩の特性と地質作用に関する研究 

ａ．初期応力測定技術の研究 

JAEA 地下施設 140m 水平坑道で初期応力測定を実施した。孔底変形法による原位置試

験で得られたデータを分析し、本手法の堆積軟岩の岩盤における測定試験適用性が確

認できた。また今後の課題および具体的な改良点について、プローブの改良に関して、

測定成分の増加およびプローブの軽量化に関して検討した。 

 

ｂ．軟岩の環境影響に関する研究 

JAEA 地下施設の東立坑 220m 調査坑道から提供を受けた声問層の試料をもとに、珪質

岩と高濃度 CO2 水の長期的反応について初期データ採取試験を実施し、強度と浸透率

を測定した。CO2 に浸漬した岩石は純水に浸漬した岩石よりも高い強度と浸透率を示し

た。 

 

ｃ．軟岩の力学特性と間隙流体の影響に関する研究 

JAEA 地下施設の東立坑 220m 調査坑道から提供を受けた試料を用いて、閾値圧力測定

試験のデータを蓄積し、窒素ガス、気体 CO2、超臨界 CO2、液体 CO2 の閾値圧力データ

を取得した。また、測定手法に関して、連続圧力負荷法および定流量圧入法を開発し

て試験を実施し、従来の段階圧力負荷法に調和的な結果が得られることを確認した。 

 

②地下の微生物環境と有効利用に関する研究 

ａ．微生物の生態学的多様性に関する研究 

JAEA 地下施設の東立坑 140m 調査坑道および換気立坑 250m 調査坑道から深部地下水

を採取し、微生物の現存量および群集構造データの拡充を実施した。群集構造は換気

立坑 250m 調査坑道の 3 箇所のボアホールについて、アーキアおよびバクテリアの 16S 

rRNA 遺伝子ライブラリーを構築し、昨年度構築した同坑道のライブラリーとの比較検

討を行った結果、声問層に位置する同調査坑道ボアホール内の地下水環境には過去に

明らかにした稚内層のものとは異なるメタン生成微生物群集が存在していることおよ

びそれらが経時変化している可能性があることが明らかになり、同地域の地下環境に
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おけるメタン生成プロセスを理解するための新しい知見が得られた。 

 

ｂ．微生物の工学的機能に関する研究 

JAEA 深地層研究施設の調査坑道から炭酸ガス固定微生物とメタン生成微生物の培養

に初めて成功し、その特徴づけを行った。炭酸ガス固定微生物については過去に構築

したカルチャーコレクションにはないタイプの生育が非常に速い有望株の単離に成功

し、炭酸ガス固定研究の足がかりを得て今後温室効果ガス削減技術への応用が期待で

きる。また、メタン生成微生物は単離に至っていないものの、地下空間におけるバイ

オメタン生成けの応用が期待出来る。昨年度以前に JAEA 大深度調査ボアホールから単

離した稚内層の優占種の一つと考えられるメタン生成微生物メタノサルシナ・ホロノ

ベンシス（HB-1 株）の詳細な特徴付けと新種記載を行ったことにより、同地下環境に

おけるメタン生成プロセスの一環を明らかにできた。なお、同株の種名には地域振興

の一環として幌延の地名を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

      ＜炭酸ガス固定微生物＞      ＜メタン生成微生物＞ 

 

③地下水やガスの地中移行と広域地下水環境に関する研究 

ａ．幌延町周辺の地質と地下水の相互作用に関する調査研究 

昨年度までの研究で推定した幌延の水理地質構造をもとに地下水流動のシミュレー

ションを継続し、モデル計算により検証した結果、現地調査と同じ結果が得られので、

その成果を論文にまとめた。 

 

ｂ．地下水およびガスなどの地中移行に関する研究開発 

JAEA 深地層研究施設等から得られた地下水試料の有機酸濃度測定のための有効な手

法を明らかにし、その結果を学術雑誌に投稿した。イオンクロマトグラフィーなどの

分析機器の統計的管理状態下における分析測定値の誤差範囲を与える方法を確立し、

実際の地下水の分析に応用した。メタン生成菌活動の抑制因子となる、Fe(Ⅲ)の還元

作用に及ぼす溶存有機物の影響評価に関する研究では、腐植物質の存在が溶存 Fe(Ⅲ)

の還元速度に及ぼす影響を、その他共存イオン（Cu2+など）や強還元剤存在下で調べ、

腐植物質による Fe(Ⅲ)還元メカニズムの解明に努めた。また、地下水中の溶存水素捕
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集方法の評価体系を構築し、本溶存水素捕集方法で実際に溶存水素を回収できること

を確かめた。地下水採取後の溶存種濃度の経過時間に伴う変動と、地下水凍結による

溶存種の濃度変化を明らかにし、論文としてまとめた。 

 

（２）委員会等の開催 

 

①幌延地圏環境研究所運営委員会及び研究部会 

幌延地圏環境研究所の運営に当たり、地元幌延町を始め、関係機関との連携推進、連

絡調整の場として、幌延地圏環境研究所運営委員会を 1 回開催した。また、研究活動へ

の助言・指導の場としての研究部会を 2 回開催した。 

運営委員会 

 第 1 回 

開催日 平成 23 年 2月 22 日（火） 

場 所 幌延地圏環境研究所 

研究部会 

 第 1 回 第 2回 

開催日 平成 22 年 11 月 11 日（木） 平成 22 年 12 月 13 日（月） 

場 所 幌延地圏環境研究所 幌延地圏環境研究所 

部 門 地下微生物環境研究 地下水環境研究 

 

②所内講演会の開催 

幌延地圏環境研究所の資質向上を目的とした所内講演会を、当該研究所員および関係

機関担当者を対象に 1 回開催した。 

 第 1回 

開催日 平成 23 年 1月 11 日（火） 

場 所 幌延地圏環境研究所 

参加者 19 名 
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Ⅱ．産業クラスター形成事業 

 

当事業は、北海道の地域資源の活用とものづくり産業の振興に資することを目的に、実用化・

事業化を目指したビジネスプランの検討、開発（試作・製造）ならびに事業化段階のフォロー

アップに必要なコーディネートとマネジメントを実施する事業である。 

また、これらの活動を通じて道内各地域の産業振興と企業の育成支援を図ることで北海道内

の技術・ノウハウ・販売力・人材の蓄積と競争力のある産業群（産業クラスター）を創り上げ

ていくことを目指しており、産業クラスターの形成に向け①ビジネス開発、②地域の仕組みづ

くり、③戦略事業の展開

を活動の柱と位置付け取

り組んでいる。 

北海道産業クラスター

創造活動は、平成 22 年度

で 13 年目を迎えたが、こ

れまでのクラスター関連

プロジェクトのうち売り

上げに成功した事業化件

数と売上金額の推移は、

右図のとおり。 

 

 

 

１．ビジネス開発について 

 

ビジネス開発にあたっ

ては、「一次対応段階」「ビ

ジネスプラン検討段階」

「開発段階」「事業化段

階」の 4 つのステップを

基本としてビジネスアイ

デアをブラッシュアップ

し、事業化に繋げる支援

活動を展開した。 

 

 

 

平成２２年度  
約６０億円 の売上を達成  
累計事業化件数：１４７件  
累計売上金額：約３０６億 

図 2-1 事業化に成功した件数と売り上げの推移 

図 2-2 事業化に向けた４つのステップ 



 

 

－ 32 － 

（１）一次対応・ビジネスプラン検討段階－地域新プロジェクト創出システム推進事業 

                              （北海道補助事業） 

「一次対応段階」では、道内企業が取り組む新製品・サービスの開発、地域資源を活用

した商品のブランド化等のビジネスアイデアをビジネスプラン選定基準に基づきヒアリン

グをおこない、事業化の可能性を「技術面」「市場性」「採算性」などから評価してビジネ

スプラン作成のためのアドバイスを実施した。 

企業訪問と企業・起業家から持ち込まれる事業化相談は年間約 800 件であるが、この中

から、事業化の可能性が高い案件を「ビジネスプラン検討段階」として担い手企業を中心

に大学・試験研究機関・外部専門家などのアドバイザーを加えた検討チームを設置して「開

発段階」に進むための課題を整理し、ビジネスプランのブラッシュアップを図りながら開

発目標を明確にした。この結果、一次対応で分析・評価した内の 36 件が、「ビジネスプラ

ン検討段階」にステップアップした。 

 

（２）開発段階 

 

前述した検討段階においてビジネスプランのブラッシュアップを図り、開発目標を明確

にした後、北海道や札幌市等の補助事業を活用した「開発段階」に進み、19 件について本

格開発を実施した。 

 

①地域新ビジネス創出モデル事業（北海道補助事業） 

当財団と６圏域の産業支援機関が行う事業化プロジェクトについて、担い手企業を中

心に大学・試験研究機関・外部専門家などのアドバイザーを加えた開発チームを編成し、

事業化・実用化を図った。 

 

プロジェクト名 実施内容 

１．小型ジャガイモ自動皮むき機の開発 

   (一般財団法人旭川生活文化産業振興

協会) 

利用価値が限定されている小径サイズのジャガイモに

も対応し、小規模食品加工場やレストラン向けの小型ジ

ャガイモ皮むき機の開発 

２．斜長橋ケーブル検査ロボットの開発 
斜張橋の主要部位であるケーブル部を安全で簡単に点

検できる検査機器(検査ロボット)の開発 

 

②産業クラスター形成促進事業（北海道中小企業応援ファンド事業） 

道内の地域資源を活用し、事業シーズ可能性拡大、市場適応能力高度化、ブランド化

等の促進支援事業を実施した。 
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プロジェクト名 継・新 実施内容 

１．野菜を中心とした北海道産食材

の新たな販売形態の確立 
継続 

道産野菜による「エディブルブーケ」のビジネスモデル

開発 

２．北海道産有色じゃがいもを使用

した業務用食材カラフルポテト

フレークの退色防止加工技術の

開発 

継続 
食材カラフルポテトフレークの退色防止加工技術の開

発および業務用食材としての販路拡大 

３．魚の冷凍刺身フレイク新商品の

開発 
継続 

半解凍で食べる魚の刺身フレイクの新しい食スタイル

の構築、販路開拓 

４．地場産ゆきひかり 100%米粉麺の

開発 
継続 

旭川産ゆきひかり 100%米粉麺を開発し、アレルギーを持

つ顧客を中心に販路を開拓 

５．多様化するライフスタイルに対

応した壁散水栓の開発 
継続 低コストで意匠性が高い不凍壁散水栓の開発 

６．通年型観光へ向けたニセコ地域

ブランド構築事業 
継続 

従来のオーストラリアに加え、ヨーロッパ、アジア圏の

富裕層顧客を開拓し、ニセコ観光のブランド化を構築 

７．埋設暗渠清掃装置の用途開発 新規 

埋設暗渠清掃ロボットの販路拡大を目指し、農地でのデ

モンストレーションを実施するなど清掃効果の検証と

販路開拓 

８．石膏ボードを利用した普通肥料

の開発 

新規 不要となった建物内装材の石膏ボードを回収、肥料効果

に着目し微粉末加工することで普通肥料公定規格への

登録目指す 

９．海外培養技術を利用したニンニ

ク栽培ビジネスモデルの開発及

び販路拡大 

新規 北海道でのニンニク栽培の産地化を目指し、優良品種を

特定し、海外で培養・増殖した苗を道内ＪＡに販売する

ビジネスモデルの開発 

10．「北海道遺産・ラワンブキ」の未

利用部分の葉を利用した菓子・

飲料の開発及び販路開拓 

新規 北海道遺産に登録されている足寄町特産のラワンブキ

の未利用部位の葉を活用し、葉から抽出されるエキスを

利用した菓子・飲料などの商品開発 

11．亜鉛大豆加工食品の商品化と販

路開拓 

新規 亜鉛大豆を使用した栄養機能食品（亜鉛）①顆粒きなこ

粉末、②きなこねじり、③豆菓子、④豆乳おからクッキ

ー、⑤大豆バーの商品化事業 

12．健康食品素材、サケ鼻軟骨由来

非変性Ⅱ型コラーゲンの開発お

よび販路開拓 

新規 サケ鼻軟骨由来のプロテオグリカンを製造する過程で

廃棄されてきた抽出液から、さらに関節リュウマチの改

善・予防効果がある非変性Ⅱ型コラーゲンを製造・量産

化を目指す事業 

13．『北海道産馬鈴薯由来』機能性食

品素材の量産化技術の開発 

新規 馬鈴薯でんぷんの抽出後の馬鈴薯磨砕汁を原料とした、

第 4 世代ダイエット素材「ポテイン®」の量産化技術の

開発 

14．都市近郊型ホテルとの協働によ

る食と観光の６次産業モデル化

事業 

新規 定山渓地区において既存の業態とは異なる新たな宿泊

施設を開業し、食と観光を連携した 6次産業化の推進を

目指すプロジェクト 

15．糖質制限・道産小麦ふすまパン

の開発 

新規 糖尿病などで食事療法を必要とする方向けに、道産小麦

ふすまを使用し、カロリー20%オフ、糖質 80%オフ、植物

繊維豊富なパンの開発 

16. ホルスタイン 14 ヵ月齢去勢牛

のブランド化事業 

新規 飼育基準を定め、画像処理による客観的な赤身肉独自の

分類基準を開発、加工品の改良と販路開拓 
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③札幌市食関連新技術導入促進事業（札幌市補助事業） 

札幌市における「食」に関する産業・資源の集積を最大限に活用しつつ、札幌市の産

業振興施策を組み合わせ、札幌市の食関連産業全体の底上げを図った。 

 

プロジェクト名 継・新 実施内容 

１．北海道産小麦を原料とした微粉

砕全粒粉の商業化製粉技術の開

発 

新規 

豊富な食物繊維やミネラルが含まれる種皮部を微粉末

化することで全粒粉の二次加工適正を格段に向上させ

る製粉技術の開発 

 

（３）事業化段階 

①バイヤー一押し道産品発掘事業 

開発が終了して商品を販売する「事業化段階」においても、財団の

ネットワークを活用して販路開拓に向けた支援を実施した。特に北海

道食品の首都圏への販路拡大を目指して北海道と東京でそれぞれバ

イヤーが商品を評価する事業を「平成 22 年度 健康・環境等次世代

型商品開発・販売促進支援事業」（北海道委託事業）として実施し、

地域資源を活用した商品約 300 品目をリストアップした。次に、北海

道と東京の食品バイヤーの審査を経て優良商品 24 品を選定した。さ

らに、選定商品はテスト販売や商談会への出展など販路拡大事業を実施するとともに、

バイヤーの意見をもとに道産商品の課題について調査分析を行った。 

a.バイヤーによる商品審査 

北海道審査 65 品 優秀商品 13 品 

東京審査  39 品 優秀商品 9 品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年度 北海道・東京審査優良商品 
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b.テスト販売 

   8/4～9/3 北海道フーディスト（東京駅八重洲口） 

       35 品中 20 品がプロパー化 

c.商談会への出展 

9/1～9/2 北洋銀行インフォメーションバザール（池袋サンシャインティー）に 5

社が出店し、新規商談成立 31 件 

d.調査・分析 

北海道と東京のバイヤーの評価意見をもとに、首都圏での売れ筋商品と道産品との比

較対象調査実施。北海道の商品は、味と品質への評価は高いが、商品仕様・パッケージ

デザインが悪く、競合品に比べ価格が高いとの課題が指摘された。 
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●道産品の課題 

改良点 方向性 

･デザイン  

･ネーミング  

･パッケージ 

■中身や訴えたいことが一目で伝わるわかりやすいデザインとネーミング  

■販売場所、用途に適したパッケージ  

■凝ったものよりシンプルなもの 

･価 格  

･値入率  

･値頃感 

■一般流通に乗せるなら値入率  35%以上  

■｢北海道産品｣は比較的高いが、それでも値頃感には上限がある  

■用途、ターゲット、販売場所の 3つの要素を考え、バランス  

 のとれた価格設定にする 

･商品仕様 ■発注単位が多いの商品は流通から敬遠される  

■消費者のニーズは小サイズに向いている  

■コストはかかるが、今後は小サイズ・尐量販売を目指すべきである 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②クラスター成果報告会の開催 

平成 23 年 3 月 8 日に「産業クラスター事業課支援プロジェクト報告会 2011」を開催し、

事業化段階に進んだ案件の中からクラスタープロジェクト活動事例として 4 テーマにつ

いて成果を発表した。これには、道内企業の開発担当者の他、北海道、北海道経済産業

局、札幌市、(独)中小企業基盤整備機構、金融機関、北海道経済連合会など 133 名が参

加した。 
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企業 内容 

国岡製麺株式会社 札幌発・新提案生ラーメンの開発 

川崎建設株式会社 埋設暗渠清掃装置の用途開発 

有限会社ビクトリーポーク 北海道ホエイ豚認証制度の開発 

上川総合振興局 食クラスター『かみかわコーディネートチーム』の取り組み 

 

２．地域の仕組みづくりについて 

 

道内各地域のクラスター活動の定着・ビジネス創出の推進・成功事例の創出を図るため、

全道 6 圏域の産業支援機関との連携によるプロジェクトの磨き上げや事業化を推進すると

ともに、地域の企業や各地域研究会の独自の取り組みを支援することで地域クラスターの

仕組みづくりを進めてきた。 

 

（１）６圏域の産業支援機関との連携事業／地域新ビジネス創出システム推進事業 

（北海道補助事業） 

①事業概要 

6 圏域［道南、道央（室蘭）、道北、オホーツク、十勝、釧根］の産業支援機関（工業

技術センター、テクノセンター等）にプロデューサーを配置し、企業のビジネスプラン

をブラッシュアップしながら事業化へとコーディネートしていく事業であり、当財団が

コーディネート手法のノウハウの提供や専門家（当財団アドバイザー）の派遣などのサ

ポートを実施した。 

＜道内 6圏域の産業支援機関＞ 

道南圏 (財)函館地域産業振興財団 

道央圏（室蘭） (財)室蘭テクノセンター 

道北圏 一般財団法人旭川生活文化産業振興協会 

オホーツク圏 (社)北見工業技術センター運営協会 

十勝圏 (財)十勝圏振興機構 

釧根圏 (財)釧路根室圏産業技術振興センター 

 

②平成 22 年度の事業内容 

各産業支援機関がコーディネートして「ビジネスプラン（BP）検討段階」および「開

発段階」としてで取り組んでいる案件は次のとおりである。（15 件）。 

 

 



 

 

－ 38 － 

圏域 段階 テーマ名 

道南 

BP 検討段階 色素胞運動能保持を特徴とする発泡イカの輸送技術開発 

BP 検討段階 北海道の新しいダイズ品種タマフクラを用いた冷凍枝豆製品の開発 

道央 

(室蘭) 

BP 検討段階 大型クラゲ除去装置の開発 

BP 検討段階 薄型蓄熱式電気暖房機の事業化開発 

BP 検討段階 雑海草除去技術の事業化開発 

道北 

BP 検討段階 旭川発「笹豚」を活用したヘルシー商品の開発 

開発段階 小型ジャガイモ自動皮むき機の開発 

オホーツク BP 検討段階 

キッズ版「簡易座空間」の開発 

カニ殻粉砕機の開発 

経木を活用したパッケージの商品開発 

オーガニックハーブ関連商品の改良開発 

十勝 BP 検討段階 なし 

釧根 

BP 検討段階 中小チーズ製造会社向けストリングチーズ製造機の設計仕様の検討 

BP 検討段階 
アジア産炭国向け多機能坑内誘導無線システム（ＦＭ板）の開発支援お

よび市場調査の検討 

BP 検討段階 プロテオグリカンの機能性を生かした特別用途食品（病者用食品）開発

検討及び市場調査 

BP 検討段階 稚内層珪質頁岩の優れた調湿・消臭機能を活用した建築内装材の開発 

 

（２）町村圏の仕組みづくり 

 

①事業概要 

平成 22 年度は、町村圏のクラスター活動を定着・推進するため 8 産業クラスター研究

会と地域資源を活かした独自な活動に取り組む５地域活動グループに対して各種支援活

動を実施した。この取り組みによって、産業クラスター研究会および地域活動グループ

の「成功事例の拡大」と「研究会など地域活動組織の活性化」を図ることができた。ま

た、各研究会等との交流と情報の共有化を図るために「地域ネットワーク会議」を 2 回

開催した。 

 

②平成 22 年度の事業内容 

a.重点支援地域の取り組み状況 

研究会 件名 

よいち産業クラスター研究会 余市特産フルーツを使用したパウダーの研究・開発 

(財)下川町ふるさと開発振興公社 フルーツトマトの規格外品を活用した新商品開発 

清水産業クラスター研究会 わさび商品化研究開発、アスパラ擬葉商品化研究開発 
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根室産業クラスター創造研究会 低カロリーねむろスイーツの研究開発 

朝里川温泉地域クラスタープロジェクト 朝里川温泉地域の新たな特産品の開発 

産業クラスター研究会オホーツク 麻プロジェクトにおける商品化を目指したセミナーの開催 

標津町産業クラスター創造研究会 地域資源を輝かす付加価値化の研究開発 

別海町産業クラスター研究会 植物残渣を利用したバイオコークスの開発 

 

地域活動グループ 件名 

十勝ナチュラルチーズ連絡協議会 ナチュラルチーズ製造技術講習会へのフランス人講師招聘 

十勝キャリアデザインネットワーク 女性起業家育成をめざしたネットワーク構築およびスキル

アップ事業 

Ｃｒｏｐｓ 

（十勝アグリカルチャーコミュニティー

サロン創造プロジェクト） 

十勝農業を軸としたコミュニティー（場）を活用した地域

ビジネスの創出 

ウィメンズリンク北海道  札幌におけるキャリアアップを目指す女性のためのセミナ

ー 

北海道女性農業者倶楽部マンマのネット

ワーク 

 「マンマのネットワーク」事業計画作成勉強会の実施 

 

b.地域ネットワーク会議 

道内の各地域クラスター研究会を対象に「地域ネットワーク会議」を道内 2 地域で

開催し、講演・意見交換会等を行った。 

第 1回目 ・講演「(財)十勝圏振興機構 食品加工技術センターの研究事例紹介」 

・研究会、地域活動グループから活動報告 

・意見交換会 など           【11 研究会・グループ 39 名参加】 

9 月 30 日(木) 

帯広市 

第 2回目 ・グループディスカッション 

・全体討議 など   【9 研究会・グループ 30 名参加】 2 月 3 日 (木) 

札幌市 

 

３．食クラスター形成を目指した戦略事業 

 

北海道は、全国随一の食料生産基地でありながら農業及び食品産業の粗付加価値率は全

国で最も低く、農林水産品及び食品の高付加価値化は喫緊の課題である。これら高付加価

値化のためには、農林水産業と食品加工業がより強固に連携した「食関連産業」として成

長していく必要があり、さらには農林水産業だけでなく製造業、流通・サービス業、試験

研究機関、大学など産学官によるネットワークを構築する必要がある。 

このような中、効果的なバリューチェーン(価値連鎖)を形成し、北海道ならではの食の

総合産業化を構築しようとする「食クラスター連携協議体」が平成 22 年 5 月に発足したが、
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当財団は食クラスター形成に向けた取組の実働部隊となるべく戦略タスクフォース会議メ

ンバーとしてこれに参画し、プロジェクトの効果的な展開に向けた支援を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域新成長産業創出促進事業「食関連産業強化事業」（北海道経済産業局委託事業） 

 

①事業の概要 

道内各地域の芽を拾い上げ、その他の地域でも応用できるものを共同研究開発課題と

して複数件設定し、それらの商品化・事業化・販売を進めるためのコーディネーターを

選任して食クラスター関連プロジェクトのモデルとするとともに、その中で起こる問題

やその対処法等コーディネート上の流れを整理した。 

②平成 22 年度の事業内容 

a.食クラスターネットワーク強化事業 

○北海道における食関連のキーマンデータベースを作成し、３８名を登録した。 

○北海道食文化の構築に向け、道内の学校給食に関する調査を実施した。 

○9 月にコーディネーター・専門家全体会議を開催して事業の概要や共同研究開発課

題についての具体支援方策の確認及び意見交換等を行った後、後述の４プロジェ

クトと１事業毎に合計４８回の会議・打ち合わせを実施した。 

b.コーディネーター配置事業 

○各分野から１９人のコーディネーターを選任した。 

○コーディネーターが支援すべき共同研究開発課題を検討し、食クラスター連携協

議体事務局（道食クラ推進Ｇ・道総研・道経連）とも調整を行った結果、以下の

４プロジェクトを選定して各々にコーディネーターを配置した。 

(a)みかんウニクラスタープロジェクト（神恵内村） 

高品質のウニの提供と高付加価値化を図るための方法を検討し、実施に向け

た体制を神恵内村と連携、構築した。食クラスター連携協議体へも提案した。 

図 2-3 ノーステックのコーディネート手法 
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(b)なまこクラスタープロジェクト（古宇郡漁組） 

古宇郡漁業協同組合の魚業施設を活用したナマコ漁業生産システムの開発

と高品質なナマコ加工技術の開発および販売について検討し、実施に向けた体

制を構築した。食クラスター連携協議体へもプロジェクトとして提案した。 

(c)羅臼町における農水産物の販売活性化に関するプロジェクト 

（羅臼商工会議所） 

羅臼町における水産物の加工品を扱う中小企業を中心に、大きなロットとな

らない品質の良い商品について、販路拡大の検討を行い、東京での販路開拓の

検討を行った。 

(d)北海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活性化の推進 

プロジェクト（道総研） 

地方独立行政法人北海道総合研究機構（以下、道総研という）が開発した新

品種のジャガイモ、小麦、大豆について、市場のニーズを見ながら更なる開発

方針を見出す検討を実施した。また、道総研シーズ推進会議を設置し、市場ニ

ーズの調査方法を検討して結果の考察と提言をまとめた。 

c.専門家によるサポート事業 

○この委託事業で選定した共同研究開発課題に対し専門家４名、食クラスター連携

協議体の提案課題に対してコーディネーター･専門家兼務で８名、道産チーズ磨き

上げ事業で専門家１名の合計１３名の専門家を選任した。 

○販路開拓・拡大や北海道食文化の構築に向け、以下の個別案件に対して専門家に

よる具体的な提案などの支援をおこなった。 

・（株）室蘭うずら園【平成 21 年度地域資源】 

・（有）十勝スロウフード【平成 22 年度農商工連携】 

・道南伝統食品協同組合【食クラ協議体案件 No118】 

・福島町黒米生産会【食クラ協議体案件 No97】 

・株）だるま食品本舗【食クラ協議体案件 No69】 

・道総研：ヨーグルトペースト【食クラ協議体案件 No6】 

・道総研：サケ節【食クラ協議体案件 No7】 

・道総研：小果実【食クラ協議体案件 No12】 

・道総研：チーズ工房【食クラ協議体案件 No10】 

・経連：うずらプリン【食クラ協議体案件 No129】 

また、北海道総合研究機構から食クラスター連携協議体に提案のあったプロジェク

ト「道内小規模チーズ工房の販路拡大支援と小規模工房が抱える課題の抽出」を「道

産チーズ磨き上げ支援事業」として実施し、参加を表明した２工房（幕別町のＮＥＥ

ＤＳ、浜中町のおおともチーズ工房）に対し「２０１１食クラ・フェスタ」への共同

出店出展などの販路拡大支援を行った。 
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加えて、輸出振興支援として、中国本土におけるナマコ関連商品、販売方法、調理

品の実態を調査し、顧客（中国人）ニーズを把握してナマコプロジェクトの基礎情報

を収集した。 

 

（２）コーディネーターの配置／北海道食産業集積活性化活動事業（経産局補助事業） 

 

①事業概要 

道内企業が持つ素材、技術、アイデアと道外企業のニーズ・販売ルートとのマッチ

ングを図るため、道内外に幅広いネットワークと業界の専門地域を有するコーディネ

ータ２名を配置して高付加価値商品の創出と販路拡大に向けた取組を実施した。 

 

②22 年度の主な成果 

  ・エゾシカをボルシチとして商品化し販路を拡大した。 

  ・野菜餡の商品開発と販路拡大を実施した。 

  ・鮭節の販路を拡大した。 

  ・北海道アイスクリーム輸出促進協議会を設立し、道産アイスクリーム販路拡大の 

ための組織づくりをおこなった。 

 

（３）戦略調査の実施「道央圏における複合型食関連産業群展開構想調査」 

（北海道補助事業） 

 

 食の「生産」から「加工」「流通」「販売」までの産業間の連携、および競争力ある食品

や加工技術等の開発を支援する大学や試験研究機関との連携、さらにはこれらの連携をコ

ーディネートする人材や組織が一つのエリア内に集積した食の総合拠点化を推進するため、

江別市をモデルとしたフードバレー実現へ向けた諸課題の整理とアクションプランの策定

を実施した。 
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Ⅲ．産学官連携事業 

 

１．リサーチ＆ビジネスパーク推進事業 

道内では産業の高度化と新産業創出のために大学等の「知」の資源を活用する場として

リサーチ＆ビジネスパーク構想が推進されているが、この先行モデルとして平成 15 年度か

ら「北大リサーチ＆ビジネスパーク」の形成に向けた活動が推進されており、当財団は平

成 19 年度から「北大リサーチ＆ビジネスパーク推進協議会（以下「北大Ｒ＆ＢＰ推進協議

会」という）」の事務局を務めている。 

平成 22 年度は、「さっぽろバイオクラスター“Bio-S”」、「未来創薬・医療イノベーショ

ン拠点形成」、「オール北海道先進医学・医療拠点形成[HTR]」による連絡会議を開催するな

ど、「グローバル産学官連携拠点」が目指す「健康科学」と「医療」の連携・融合に向けた

取り組みを行った。 

また、国際シンポジウムや各種セミナーの開催、道内外への展示会への出展などを通し

て他のクラスターとの広域連携化を図り、情報の共有化や研究成果の普及ならびに先端技

術情報の収集活動を展開した。 

加えて、第 2 ステージ（平成 18 年度～平成 22 年度）に続く「北大リサーチ＆ビジネス

パーク推進事業計画（H23～H25）」（ワーキングステージ）を策定し、これまで整備されて

きた基盤を最大限に活用する実践段階移行への準備をおこなった。 

 

（１）大型プロジェクトの推進 

 

①「グローバル産学官連携拠点」の推進 

a.「健康科学・医療融合拠点に係る主要事業の連絡会議（3 プロジェクト連絡会議）」

の開催 

○12 月 7 日「健康科学」と「医療」の連携・融合に関する基礎調査について 

文科省ライフサイエンス施策の傾向と今後の拠点づくりについて 

○3 月 8 日 基礎調査事業に関する中間報告について 

「食」と「医」の連携・融合に関する医療従事者等への意識調査について 

b.「健康科学」と「医療」の連携・融合に関する基礎調査（臨床現場での「食」利用 

に関する基礎調査）の実施 

健康の維持増進等の観点から食素材を取り入れた臨床研究の先行事例等を調査し、

本道における「健康科学」と「医療」の連携・融合を推進するための臨床研究体制等

を提言することを目的とした。  

c.「健康科学」と「医療」の連携・融合に関する講演会の実施 

・3 月 24 日 金沢大学大学院医学系研究科 

臨床研究開発補完代替医療学講座  特任教授 鈴木 信孝 氏 
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「ヘルスケア領域における補完代替医療の役割と展望～特に食の機能性

評価について～」 

 

②「地域イノベーション戦略推進地域」の指定に向けた提案申請 

文部科学省の新規施策「地域イノベーション戦略支援プログラム」の支援事業の獲得

を目指すため、北大リサーチ＆ビジネスパーク推進協議会の構成機関が提案者（当財団

が総合調整機関）となり「地域イノベーション戦略推進地域」への提案を行った。 

「地域イノベーション戦略支援プログラム」は、地域が強みと特性を生かし科学技術

イノベーションの活動ができるようその仕組みの構築を支援して地域の活性化につなげ

る取組を推進するもので、経済産業省、農林水産省も共管しており、指定を受けると各

種優遇措置が受けられることになり、ポスト「グローバル産学官連携拠点」として期待

している。 

 

（２）北大北キャンパスにおける起業促進 

①インキュベーションセミナーの開催 

大学等の知的資源を活用した起業や新たな事業展開を推進していくため、産学連携に

際して中小企業(起業者)は大学とどう向き合うべきか、また、支援機関やコーディネー

ターに何が求められるのか等を再考して次へのステップを見いだすことを目的に、「北大

リサーチ＆ビジネスパーク セミナー」を開催した。 

開催日 平成23年3月15日（火） 

場 所 札幌全日空ホテル 3階 祥雲の間 

主 催 北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会 

後 援 
(財)北海道中小企業総合支援センター 

(財)さっぽろ産業振興財団 

内 容 

・基調講演 

「産学連携におけるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの役割～企業と大学の接点を考える～」 

    小樽商科大学ビジネス創造センター 教授 澤田 芳郎 氏 

・事例発表＆ディスカッション（座長：小樽商科大学 澤田 芳郎 教授） 

「我が社の事業展開と産学連携」 

 〔事例発表１〕   

(株)GEL-Design 常務取締役研究所長 附柴 裕之 氏 

〔事例発表２〕 

三晃化学(株)   代表取締役社長  渡邊 民嗣 氏 

・北キャンパスエリアのインキュベーション施設紹介 

参加者数 48名 
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②北大北キャンパスのインキュベーション入居企業等へのソフト支援 

インキュベーション入居企業等の新たな事業展開を促進するために、関連情報の提供

や競争的資金獲得のためのコーディネート等を行った。 

○「ライフサイエンス・ビジネス研究部会」部会長によるコーディネート活動 

・北キャンパスエリアのインキュベーション施設入居企業への助言サポート 9 回  

・事業化支援企業へのフォローアップ 5 回 

・インキュベーション施設入居可能性企業の情報収集 5 回 

・他ベンチャー関連情報収集等 4 回 

 

（３）企業・研究者・コーディネーターに係わるネットワーク形成 

 

①産学官交流会等の開催・参加（共催・講演を含む） 

産学官連携を推進するための人的ネットワークの形成や事業化プロジェクトの発掘等

を推進するために交流会事業等を開催した。 

a.北キャンパス交流会の開催 

北大北キャンパスエリアで活躍している関係機関・研究者・企業等のネットワーク

構築を目的に、産学官の関係者のフェイス・トー・フェイスの交流の場として北キャ

ンパス交流会を開催した。 

開催日 平成22年5月10日（月） 

場 所 コラボほっかいどう 大会議室 

 

 

内 容 

 

 

・「ＨｉＮＴの業務概要について」 

（独）産業技術総合研究所北海道センター 

 所長代理 太田 英順 氏 

・「ＮＥＤＯの支援制度について」 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構北海道支部 

 主幹 佐々木 淳 氏 

参加者数 55名 

 

b.「機能性食品・化粧品ビジネスマッチング in 札幌」の開催 

企業の販路拡大やアライアンスの促進のために開催したものであるが、全国から関

係バイオ企業が集結し、機能性食品・化粧品関連素材・商品についての流通バイヤー・

関連メーカー等とのマッチングやランチョンプレゼンテーションでの自社製品のアピ

ールなど活発な商談が行なわれた。また、当財団は展示ブースにて北大Ｒ＆ＢＰ推進

協議会の取り組みについての紹介を行った。 
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開催日 平成22年9月9日（木） 

場 所 札幌パークホテル 

主 催 
北海道経済産業局、札幌市、北海道バイオ産業クラスター・フォーラム、（独）産

業技術総合研究所北海道センター、当財団、北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会 

内 容 

・オープニングセレモニー（パネルディスカッション） 

  「本当に知りたい商談のコツ！私ならこう買う！」 

 (株)ヒューマン・キャピタル・マネジメント 

代表取締役社長 土井 尚人 氏 

・ランチョンプレゼンテーション 

  「売りたい企業」57社がＰＲスピーチを実施 

・商談会 

  商談件数417件 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会の紹介パネル展示 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会のパンフレット配布 

参加者数 461名 

 

c.「北海道コーディネータ・ネットワーク・フォーラム」の開催 

昨年に引き続き、道内の産学官および金融機関、支援機関等に所属するコーディネ

ーター等同士の交流を通じて、スキルアップと連携の強化を目的に開催した。また、

今回は「ワールド・カフェ」という手法でのグループディスカッションも行い、活発

な意見交換が行われた。 

開催日 平成23年3月14日（月） 

場 所 ホテルニューオータニ札幌 2階 鶴の間 

主 催 
北海道、北海道経済産業局、（独）科学技術振興機構ＪＳＴイノベーションプラ

ザ北海道、北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会 

内 容 

・基調講演「人と人をつなぐ」 

フリーキャスター 気象予報士 菅井 貴子 氏 

・ワークショップ 

  1)取組発表 ～産学官連携の活動から～ 

    帯広畜産大学産学官連携コーディネータ 田中 一郎 氏 

    さっぽろバイオクラスター“Bio-S” 

科学技術コーディネータ 本間 直幸 氏 

2)講演者と来場者によるグループディスカッション 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会の紹介パネル展示 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会のパンフレット配布 
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参加者数 142名 

 

d.「さっぽろベンチャー支援事業合同成果報告会」への協力 

（財）さっぽろ産業振興財団の支援事業である「さっぽろベンチャー支援事業」に

ついて事業の実施内容や得られた成果、今後の事業発展について幅広く周知するため

開催に協力した。 

開催日 平成23年3月24日（木） 

場 所 札幌すみれホテル 3階ヴィオレ 

主 催 札幌市、（財）さっぽろ産業振興財団 

特別協力 北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会 

内 容 

・成果報告 

  (株)ＨＶＣ戦略研究所、(株)エヌビィー研究研究所、(株)ＧＰ 

  バイオサイエンス、(株)ヒューマン・キャピタル・マネジメント 

  、(株)マルキタ星野商店 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会のパンフレット配布 

参加者数 79名 

 

（４）企業研究施設等誘致の情報収集 

 

北大北キャンパスエリアへの研究施設等の立地を促すため、北海道東京事務所と札幌市

東京事務所を訪問して動向等に関する情報を提供するとともに、両事務所から企業誘致活

動の状況を収集した。 

・平成 22 年 10 月 25 日（月）北海道東京事務所 

・平成 23 年 2 月 17 日（木）札幌市東京事務所 

 

（５）広報・ＰＲ活動 

 

①広報・ＰＲツールの作成 

「協議会ホームページ」の運営および保守管理を実施た他、財団の事業概要パンフレ

ットの追加印刷および改訂版を作成した。 

 

②展示会等への参加 

北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会のＰＲに併せ、グローバル産学官連携拠点で支援する 3 プロ

ジェクトの紹介、北キャンパスエリアにある大学発ベンチャー企業である「（株）プライ

マリーセル」と「ポラリス・テクノロジー（株）」等の製品をＰＲした。 
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ａ．「第 9 回産学官連携推進会議」への出展 

展示ブースでは、本協議会の取り組みの紹介、グローバル産学官連携拠点の概要の

ほか、（独）科学技術振興機構ＪＳＴイノベーションプラザ北海道、北大ビジネス・ス

プリング、（地独）北海道立総合研究機構 工業試験場、さっぽろバイオクラスター

“Bio-S”も同時に展示した。 

また、本会議において、北海道中小企業家同友会産学官連携研究会（HoPE）が産学

官功労者表彰「経済産業大臣賞」を受賞した。 

開催日 平成22年6月5日（土） 

場 所 国立京都国際会館 

主 催 内閣府 

内 容 

・パネル、パンフレット、製品サンプル等展示内容 

  1)北大リサーチ＆ビジネスパークの紹介 

パネル展示、パンフレット配布 

2)北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会が補助金による支援した企業の紹介 

      北海道曹達(株)の製品の紹介 

       （パネル展示、キトサン基板展示、キトサンローションの 

     試供品配布） 

・北大北キャンパスに集積している機関の紹介パネル展示および 

パンフレット配布 

  1)ノーステック財団（さっぽろバイオクラスター“Bio-S”） 

  2)(独)科学技術振興機構JSTイノベーションプラザ北海道 

  3)北大ビジネス・スプリング 

  4)(地独)北海道立総合研究機構 工業試験場 

来場者数 5,121名 

 

ｂ．「第 24 回北海道 技術・ビジネス交流会（ビジネスＥＸＰＯ）」への出展 

展示ブースでは、平成 21 年度に採択となったグローバル産学官連携拠点で重点的に

推進している主要 3 事業に係る展示とともに、4 社のコラボ入居者の研究開発・事業内

容の紹介のＰＲを行った。 

開催日 平成22年11月11日（木）～12日（金） 

場 所 アクセスサッポロ 

主 催 北海道 技術・ビジネス交流会実行委員会 

内 容 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会紹介パネル展示、パンフレットの配布 

・グローバル産学官連携拠点の3プロジェクトの紹介 

・コラボ入居者の展示（企業4社） 
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 1)全自動糖鎖プロファイル診断システムの開発、 糖鎖による診断 

システム統合ソフトウェアの開発 

   （北海道大学先端生命科学研究院） 

2)自己組織化ハニカム膜の製造技術開発 

  （東北大学多元物質科学研究所） 

  3)農畜水産資源を活用した機能性食品素材の開発 

   （日本ハム(株)中央研究所） 

4)新規抗ガン薬創薬研究および核内容受容体作動薬開発研究 

（(株)セラバリューズ札幌研究所） 

来場者数 18,121名 

 

ｃ．「ナノバイオＥＸＰＯ２０１１」への出展 

ナノテクとバイオの融合ビジネスの発展を目指した「ナノバイオＥＸＰＯ２０１１」

は、世界最大のナノテク総合展「ｎａｎｏｔｅｃｈ２０１１」をはじめとした計 9 展

示会と同時開催されたもので、展示としては北キャンパスエリアにある大学発ベンチ

ャー企業の(株)プライマリーセルとポラリス・テクノロジー（株）の製品についてサ

ンプル展示やパネル展示および製品のＰＲ動画を放映した。また、本協議会の取り組

みについてもパネル展示、パンフレットを配布し、ＰＲした。 

開催日 平成 23 年 2月 16 日（水）～18 日（金） 

場 所 東京ビックサイト 

主 催 ナノバイオＥＸＰＯ実行委員会 

内 容 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会の紹介パネル展示 

・北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会のパンフレット配布 

・(株)プライマリーセルとポラリス・テクノロジー（株）の製品 

 「細胞染色用蛍光色素」のサンプル展示、展示パネル、製品のＰＲ動画を放

映 

来場者数 46,502 名 

 

 

２．地域新成長産業創出促進事業「技術連携ネットワーク活用による地域産業強化事業」 

（北海道経済産業局委託事業） 

 

当財団は、経済産業省の平成２０・２１年度補助事業である地域イノベーション創出共

同体形成事業を実施し、「北海道地域イノベーション創出協働体」（以下、「協働体」という）

を構築した。この協働体では、道内の大学、公設試験研究機関、産業支援機関等６３機関
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が連携体を形成して各研究機関等が保有する研究開発資源（人材、設備、情報）の相互活

用とイノベーション創出基盤形成、地域・産業課題解決に向けたワンストップサービスを

行い、地域経済の活性化を図ってきた。 

本事業は、先に構築した協働体に加え、道外の技術支援ネットワークとも連携して広域

的な技術連携ネットワークを構築するとともに、その技術連携ネットワークを活用して地

域課題の解決と地域発展を目指したものであり、２２年度は次の事業を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 北海道地域イノベーション創出協働体のイメージ 

 

（１）総合相談窓口設置・技術者等派遣事業 

本事業において、道内企業や地域の抱える課題への対応やニーズ把握のため「リサーチ

Ｒ＆ビジネスパーク札幌大通サテライト」（以下、「ＨｉＮＴ」という）に総合相談窓口を

設置してテクノ・コンダクターと補助員を配置するとともに、道内６圏域の中核支援機関

（財団法人函館地域産業振興財団、財団法人室蘭テクノセンター、財団法人十勝圏振興機

構、財団法人釧路根室圏産業技術振興センター、一般財団法人旭川生活文化産業振興協会、

社団法人北見工業技術センター運営協会）にも協力を仰ぎ地域窓口を設置した。また、テ

クノ・コンダクターは、地域窓口で解決することができない各地域企業の課題や総合相談

窓口に寄せられた技術相談を集約し、ＨｉＮＴに在籍する産学官連携コーディネーター等

と相互協力を行いながら最適な専門家や機関への橋渡しを実施した。 

さらに、２２年度から開設された地方独立行政法人北海道立総合研究機構の総合相談窓

口や他の道央地域にある企業相談窓口機関とも連携を図り、企業が抱える課題解決のため

のより効率的なネットワーク形成をおこなった。 

 

（２）産学官連携促進事業 

①重要課題研究会事業 

企業が抱える課題解決やイノベーション創出をおこなうため、協働体を構成する機

関に属する専門家による議論を踏まえて「食」「健康」「低炭素」などを中心とした地
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域競争力強化のためのアクションプランを策定するための調査研究等を実施し、以下

に記載する３テーマを決定した。 

a. 道東（土壌凍結地帯）向けペレニアルライグラス品種育成に係る協同事業 

    （ 畜産試験場、根釧農業試験場、北海道農政部、雪印種苗 ） 

b. 道内産「キンコ」の有効成分調査および利活用方法の探索事業 

    （ ノーステック財団、吉田水産、食品加工研究センター、根室市 ） 

c. 地域協同による乳製品高付加価値化方策に関する調査事業 

    （ 酪農学園大学、江別市、北海道電力、食品加工研究センター ） 

 

②産学官技術マッチング事業 

テクノ・コンダクターが相談者からの課題解決を図る過程で、３大学（北海道大学、

はこだて未来大学、室蘭工業大学）と３公設試（林産試験場、工業試験場、食品加工研

究センター）の技術シーズとマッチングを実施し、企業への技術導入を図った。また、

イベント（インフォメーションバザール in TOKYO、ビジネス EXPO 2010、産業クラスタ

ー事業化支援プロジェクト報告会）に参加してマッチングを実施した。 

 

③広域的技術連携体制整備事業 

道内の協働体の連携強化などを目的に幹事会、運営会議、情報交流会を行った。 

また、「食」に注目して活動した沖縄、中部の共同体との技術情報交換会開催や北海道

コーディネータ・ネットワーク・フォーラムへの協力を行った。 

 

④広報・普及事業 

ホームページ等への掲載とテクノ・コンダクター活動の過程で、本事業の内容、協働

体活動に係る情報、研究開発資源のデータベース、共同研究成果などの提供を行い、事

業の活用促進を図った。 

 

３．北大北キャンパスの交流促進 

 

（１）産学官連携・交流に係る事業 

「コラボほっかいどう」の運営を開始して 11 年目を迎えたが、本年度も道内外から多数

の大学・行政機関・試験研究機関関係者が当財団を視察し、情報交換を通して交流を深め

た。 

また、コラボの会議室などは、北海道経済産業局・北海道・札幌市・各種団体等の関連

する各種委員会・説明会等にも活用され、産学官相互の連携および交流を深めた。 
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平成 22 年度視察来訪者（14 件／110 名）は以下のとおり。 

Ｎｏ． 月 日 視察者 人数 

1 7 月 14 日 産業技術総合研究所 野間口理事長他 6 

2 8 月 5 日 大関㈱ 橋本会長他 6 

3 8 月 18 日 さいたま市議会 保健福祉委員会 16 

4 9 月 2 日 熊本県議会 経済常任委員会 12 

5 9 月 9 日 神戸市議会 総務財政委員会 12 

6 9 月 9 日 在札幌ロシア総領事館 総領事他 2 

7 9 月 9 日 三重県議会 自民みらい 10 

8 10 月 19 日 愛知県議会 民主党議員 6 

9 10 月 26 日 佐賀県議会 14 

10 11 月 24 日 兵庫県議会 民主党・県民連合議員団 6 

11 12 月 14 日 文部科学省 常磐科学・技術学術総括官他 5 

12 1 月 19 日 経済産業省生物科学産業課 竹廣課長補佐 2 

13 2 月 2 日 北海道議会 民主党・道民連合 11 

14 3 月 29 日 帯広市 政策推進部 山本主任他 2 

14 件合計 110 

 

（２）「コラボほっかいどう」の運営状況 

コラボ北海道にて実施されている研究テーマは次のとおりである。また平成 22 年 1 月に

はコラボ内の相互交流を図るため、各研究ルームの研究内容発表会を開催して入居者相互

の交流を深めた。 

各研究室の研究テーマ／平成 22 年度末 

施設名 研究テーマ 

A・B・Gルーム 
・全自動糖鎖プロファイル診断システムの開発 

・糖鎖による診断システム統合ソフトウェアの開発 

C ルーム 自己組織化ハニカム膜の製造技術開発 

D ルーム 未利用資源を有効活用した健康機能性食品の他、家畜飼料開発 

E・ F ルーム 分子標的抗癌治療薬並びに分子標的予防食品の開発 

事業化に関する 

共同研究スペースⅡ 
地域特性を考慮した新機能付加換気システムの共同研究開発 
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Ⅳ．サポート事業 

 

１．技術交流事業 

 

（１）「北海道技術振興連絡協議会」への支援 

 

会員相互の連携・交流・研鑽を図り、地域技術の振興および産業の発展に寄与すること

を目的として道内の技術振興機関による「北海道技術振興連絡協議会」を組織し、当財団

がその事務局を担っている。平成 22 年度の会議等は、北見市において下記のとおり開催し

た。 

開 催 日 平成 22 年 7月 22 日(木) ～ 23 日(金) 

場  所 北見市工業技術センター ２Ｆ会議室 

内  容 

1.会 議 「一般・公益法人化等各機関の取り組みについて」 

「食クラスター形成に向けた地域としての取り組みについて」 

2.講 演 「バイオ・食品コースから新たな地域貢献へ」 

            （国大）北見工業大学 地域連携・研究戦略室 

地域共同研究センター  教授 有田 敏彦 氏 

3.視察先 北見工業大学・地域共同研究センター、㈱イソップアグリシステム 

参 加 者 会員 15 機関、オブザーバー等 5 機関より 合計 30 名 

 

（２）先端技術先進企業等との研究交流支援事業 

本事業の一環として「道内企業視察会」を実施した。平成 22 年度はオール北海道で取り

組みを推進している「食クラスター活動」元年にちなみ、「食」をキーワードとした研究機

関および企業を訪問し、下記のとおり見学会を実施した。 

実 施 日 平成 22 年 10 月 7 日(木)  

場  所 札幌市内 

内  容 

1.（独法）産業技術総合研究所 北海道センター 

2.（独法）農業・食品産業技術総合研究機構 北海道農業研究センター 

3. 北海道コカ・コーラボトリング㈱ 

参 加 者 合計 24 名（賛助会員 16 名、一般 4名、財団職員 4名） 

 

（３）ビジネスＥＸＰＯ「第 24 回 北海道 技術・ビジネス交流会」への支援 

新たなビジネスチャンスの創出により北海道の経済活性化と産業の振興を図るため、北海

道技術・ビジネス交流会実行委員会の主催によるビジネスＥＸＰＯ「第 24 回北海道技術・

ビジネス交流会」が、北海道最大規模の展示会として開催されたが、当財団は実行委員会

の構成員として事務局を担った。 

今回は、「北海道力、みなぎる」をテーマに、道内外 301 企業・団体・大学・研究機関から
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出展があり、ビジネスセミナーや出展者によるプライベートセミナー、商談会も開催され

た。 

開 催 日 平成 22 年 11 月 11 日(木) ～ 12 日(金) 

場    所 アクセスサッポロ 

テ ー マ 北海道力、みなぎる。 

構    成 展示会､出展者 PR ステージ、ビジネス情報相談コーナー、ビジネスセミ

ナー 

出展者数 道内外の企業・団体・大学・研究機関等 301 社・機関 

来 場 者 18,121 名 

ビジネスセミナー参加者 468 名 

 

２．広報活動 

 

（１）Ｗｅｂサイトによる情報提供 

北海道産業のより一層の振興と活力ある地域経済の実現に資するため、当財団が運営す

るＷｅｂサイトを活用して研究開発支援事業や産業クラスター形成事業、サポート事業等

の各種事業、イベント情報、研究開発助成等の公募情報、シーズからビジネスまでの一貫

した支援活動等、幅広く情報を提供した。 

 

（２）メールマガジンによる情報提供 

ホームページとも連動し、情報をタイムリーに届けるため、メールマガジンを配信した。 

内  容 財団主催・共催・協賛イベント情報、各種公募情報 等 

配 信 先 約 1,070 箇所 

回  数 原則として毎月 2回（第 2、第 4水曜日）、22 年度実績 27 回（うち臨時号 3回） 

 

（３）パンフレットによる事業紹介・活動ＰＲ 

 

事業内容の紹介や各種プロジェクトの取り組み等をＰＲするため、総合パンフレットや

各事業を個別に紹介するパンフレットを製作し、賛助会員をはじめ関係諸機関・団体へ配

付するとともに、道内外で開催されるイベントへの出展時に来場者へ配布した。 

 

（４）展示会における事業紹介・活動ＰＲ 

 

事業内容の紹介や各種プロジェクトへの取り組み等をＰＲするため、以下の展示会に出

展し、パネル展示およびパンフレット配布を実施した。なお、研究開発支援事業、産業ク

ラスター形成事業、産学官連携事業等各事業において各イベント等へ出展する際にパンフ

レットの配布等を実施した。 
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展示会等名称 開催日 場所 

ビジネス EXPO  

第 24 回 北海道 技術・ビジネス交流会 

平成 22 年 11 月 11 日(木) 

～12 日(金) 
アクセスサッポロ 

 

３．その他関連事業 

 

（１）(独)国際協力機構（JICA）研修事業（JICA 委託事業） 

 

各コース共毎回好評のため、平成 22 年度は合計 43 名の参加を得て 6 回開催され、品質

向上を核とした各企業の取り組み等日本的経営の特徴、それらを踏まえた人材育成、経営

戦略の進め方、マーケティング戦略、生産管理のノウハウについて研修を行った。 

①地域別研修「南東欧地域生産管理」コース 

研修期間 平成 22 年 5月 24 日～6月 25 日（33 日間） 

参 加 国 
アルバニア：2 名、ボスニアヘルツェゴヴィナ：2 名、ｸﾛｱﾁｱ：1 名、ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ：1 名 合

計 6名 

研修内容 

市場経済メカニズムの中における日本の経済発展とその基盤となった日本的経営、品質

の向上を中核とした生産管理の内容とそれに対する各企業の取り組み等について研修

員に十分理解させること、そのためのカリキュラムの編成はいかにあるべきかを目的と

して実施した。 

 

②国別研修モンゴル「中小企業経営改善」コース 

 研修期間 平成 22 年 7月 12 日～23 日(12 日間) 

 参 加 国 モンゴル：6名 

研修内容 

モンゴル日本人材開発センターで 2002 年度より実施している「中小企業経営診断・指

導実践講座」の受講生で構成されているＫＡＩＺＥＮ協会のメンバーの中から 6名を対

象に、日本的経営の特徴とそれらを踏まえた人材育成、経営戦略等のノウハウを学ぶこ

とにより、市場経済下の企業経営はいかにあるべきかを習得させることを目的として実

施した。 

 

③国別研修モンゴル「ビジネスコース講師育成」及び「日本的経営」コース 

研修期間 平成 22 年 8月 16 日～9月 10 日(26 日間)  「ビジネスコース講師育成」コース 

平成 22 年 8月 16 日～9月 3 日(19 日間)  「日本的経営」コース 

参 加 国 
モンゴル「ビジネスコース講師育成」：3名 

モンゴル「日本的経営」：4名 合計 7名 

研修内容 

・「ビジネスコース講師育成」 

現地講師を務めるにあたり必要な、より高い水準の技術や知識を学ぶことにより、講

師としての心構えや指導における留意点などについて理解することを目的として実施

した。 

・「日本的経営」コース 

モンゴルビジネスコースの受講生の中から成績優秀、かつ今後のモンゴル経済界での

活躍が期待される修了生を対象に日本の企業経営の実例の見学を主体に実践的経営

のノウハウを習得させることを目的として実施した。 
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④国別研修「ウクライナ生産管理（第 1 回）」コース 

研修期間 平成 22 年 9月 27 日～10 月 8 日(12 日間) 

参 加 国 ウクライナ：6名 

研修内容 

日本的経営の特徴とそれらを踏まえた人材育成、経営戦略の進め方、マーケティング戦

略、生産管理のノウハウについて解説し、それらの事例としての企業経営の実際を視察

することによって日本的経営の特徴と市場経済下の企業経営はいかにあるべきかを理

解させ、その理論と技法を習得させることを目的として実施した。 

 

⑤地域別研修「ロシア語圏経営管理」コース 

研修期間 平成 22 年 11 月 15 日～12 月 17 日(33 日間) 

参 加 国 
アルメニア：2 名、キルギス：2 名、ウクライナ:2 名、カザフスタン:1 名、ウズペキス

タン：1名 合計 8 名 

研修内容 

市場経済メカニズムの中における経営管理、特に市場ニーズに対応した経営管理のノウ

ハウについて理解し、併せて日本の企業経営の実際を視察することによって日本的経営

の特徴と市場経済下の企業経営はいかにあるべきかを理解させ、その理論と技法を習得

させ、帰国後は各研修員の職場にこれを活用して所属する組織および関係する単体等の

発展と各国の発展に寄与することを目的として実施した。 

 

⑥地域別研修「ウクライナ生産管理（第 2 回）」コース 

研修期間 平成 23 年 3月 7日～3月 14 日(8 日間) 

参 加 国 ウクライナ：7名  

研修内容 

「ウクライナ生産管理（第 1回）」コースと同様、市場経済メカニズムの中における日本

の経済発展とその基盤となった日本的経営、品質の向上を中核とした生産管理の内容と

それに対する各企業の取り組み等について研修員に十分理解させること、そのためのカ

リキュラムの編成はいかにあるべきかを目的として実施した。 

 

 

Ⅴ．庶務事項 

 

１．理事会 

（１）第 23 回 

開 催 日 平成 22 年 6月 15 日（火） 

場  所 京王プラザホテル札幌 

出席者数 30 名（理事 27 名、監事 3名） 

審議事項 

①平成 21 年度事業報告書（案）について 

②平成 21 年度決算報告書（案）について 

③評議員の選任（案）について 

④顧問の推薦（案）について 

報告事項 ①理事の選任について 

上記審議事項等について事務局から説明がなされ、議長が出席理事に諮ったところ全員

異議なく了承された。 
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（２）第 24 回 

開 催 日 平成 22 年 12 月 1 日（水） 

場  所 京王プラザホテル札幌 

出席者数 29 名（理事 27 名、監事 2名） 

審議事項 

①「完全密閉型遺伝子組替え植物実証研究工場」の建設及び運営・管理主体になること、

並びに国への補助金申請について 

②「寄附行為」の一部変更について 

③新公益法人の移行に伴う「定款変更案」の一部変更について 

上記審議事項等について事務局から説明がなされ、議長が出席理事に諮ったところ全員

異議なく了承された。 

（３）第 25 回 

開 催 日 平成 23 年 3月 11 日（金） 

場  所 京王プラザホテル札幌 

出席者数 30 名（理事 27 名、監事 3名） 

審議事項 

①平成 23 年度事業計画（案）について 

②平成 23 年度収支予算（案）について 

③顧問の推薦（案）について 

④企画委員の選任（案）について 

報告事項 ①新公益法人制度移行に係る経過等について 

上記審議事項等について事務局から説明がなされ、議長が出席理事に諮ったところ全員

異議なく了承された。 

 

２．評議員会 

（１）第 20 回 

開 催 日 平成 22 年 6月 15 日（火） 

場  所 京王プラザホテル札幌 

出席者数 30 名 

審議事項 

①平成 21 年度事業報告書（案）について 

②平成 21 年度決算報告書（案）について 

③理事の選任（案）について 

報告事項 
①評議員の選任（案）について 

②顧問の推薦（案）について 

上記審議事項等について事務局から説明がなされ、議長が出席評議員に諮ったところ

全員異議なく了承された。 

（２）第 21 回 

開 催 日 平成 22 年 12 月 1 日（水） 

場  所 京王プラザホテル札幌 

出席者数 30 名 

審議事項 ①「完全密閉型遺伝子組替え植物実証研究工場」の建設及び運営・管理主体になるこ

と、並びに国への補助金申請について 

②「寄附行為」の一部変更について 

③新公益法人の移行に伴う「定款変更案」の一部変更について 
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上記審議事項等について事務局から説明がなされ、議長が出席評議員に諮ったところ全

員異議なく了承された。 

（２）第 22 回 

開 催 日 平成 23 年 3月 11 日（金） 

場  所 京王プラザホテル札幌 

出席者数 30 名 

審議事項 
①平成 23 年度事業計画（案）について 

②平成 23 年度収支予算（案）について 

報告事項 

①新公益法人制度移行に係る経過等について 

②顧問の推薦（案）について 

③企画委員の選任（案）について 

上記審議事項等について事務局から説明がなされ、議長が出席評議員に諮ったところ全

員異議なく了承された。 

 

３．企画委員会 

（１）第 11 回 

開 催 日 平成 23 年 3月 7日（月） 

場  所 コラボほっかいどう 

出席者数 14 名 

付議事項 
①平成 23 年度事業計画（案）について 

②平成 23 年度収支予算（案）について 

報告事項 

①新公益法人制度移行に係る経過等について 

②「北海道フード・コンプレックス国際戦略特区(HFC)」構想と「密閉型実証研究植物

工場」について 

上記付議事項について事務局から説明がなされ、委員長が出席委員に諮ったところ全員

異議なく了承された。 

 

４．公益財団法人への移行に向けた申請・準備について 

 

国の公益法人制度改革に伴い、平成 22 年 4 月からの公益財団法人への移行を目指し、平

成 20 年度より諸準備と所管の行政庁である北海道庁との対応を鋭意進めてきた。しかし、

当財団の代表的な事業を例とした北海道公益認定等審議会における事前審査の結果、公益

目的事業として一義的に判断できないという見解から、残念ながら実現できなかった。 

その後、他地域の先行事例の分析を行いつつ再度の検討と準備を行うと共に、行政庁と

の積極的な事前協議を重ねた結果、3 月 25 日に北海道知事より認定を受け、4 月 1 日をも

って公益財団法人に移行することとなった。 

平成 20 年度から、移行認定に至るまでの経過は次の通り。 

年月日 実施内容 議決・認定等 

H21.03.24 最初の評議員の選任方法（案） 理事会（第 20 回） 
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「評議員選定委員会」運営規程    等の議決・承認 

「評議員選定委員会」委員の選任 

H21.03.27 最初の評議員の選任に関する理事の定め（申請） 北海道知事（行政庁） 

H21.04.22 同上 認可 北海道知事（行政庁） 

H21.05.20 電子申請開始申込（申請） 北海道（行政庁） 

H21.06.01 移行後の最初の評議員（7名選任）選任 評議員選定委員会 

H21.06.18 定款の変更（案）の議決・承認 
理事会（第 21 回） 

評議員会（第 17 回） 

 再度の検討と諸準備  

H21.12.11 審議会における事前審議 
北海道公益認定等審議

会 

H22.02.12 審議会における再協議 
北海道公益認定等審議

会 

H22.03.15 行政庁からの事前審議結果通知 北海道（行政庁） 

H22.11.08 申請に向けての行政庁との事前協議再開 北海道（行政庁） 

H22.12.01 定款の変更（案）の改定（議決・承認） 
理事会（第 24 回） 

評議員会（第 21 回） 

H23.01.19 移行認定申請 北海道知事（行政庁） 

H23.02.23 移行認定答申 北海道公益認定等審議

会 

H23.03.25 移行認定 北海道知事（行政庁） 

H23.04.01 公益財団法人の設立移行登記 法務局 

 

５．「10 周年記念誌」作成作業の開始 

 

 当財団が平成 23 年 7 月に設立 10 周年を迎えるに際し、これまでの事業内容とこれから

の展望を取り纏めた記念誌を発刊すべく、22 年 2 月から編集作業を進めてきた。 

 

 

 

                                 以   上 
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